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令 和 ７  年 第 １ 回 

沖縄県議会（定例会）　　　　 

 

開会の日時、場所 

　年月日　　令和７年３月10日 (月曜日)  

　開　会　　午前10時４分 

　散　会　　午後３時51分 

　場　所　　第１委員会室 

本日の委員会に付した事件 

　１　甲第１号議案 令和７年度沖縄県一般会計予

 算（農林水産部及び労働委員

  　 会事務局所管分）

 　２　甲第２号議案 令和７年度沖縄県農業改良資

  金特別会計予算

　３　甲第８号議案 令和７年度沖縄県沿岸漁業改

  善資金特別会計予算

　４　甲第９号議案 令和７年度沖縄県中央卸売市

  場事業特別会計予算

　５　甲第10号議案 令和７年度沖縄県林業・木材

産業改善資金特別会計予算

出席委員 

　委 員 長　新　垣　淑　豊 

　副委員長　次呂久　成　崇 

　委　　員　仲　村　家　治　　座　波　　　一 

　　　　　　大　浜　一　郎　　儀　保　　　唯 

　　　　　　上　原　快　佐　　上　原　　　章 

　　　　　　瀬　長　美佐雄　　當　間　盛　夫 

　　　　　※儀保唯委員はオンライン出席 

欠席委員 

なし 

説明した者の職・氏名 

　農 林 水 産 部 長　　前　門　尚　美 

 　　農 林 水 産 総 務 課 長　　比　嘉　　　淳

 　　農林水産総務課研究企画監　　山　口　　　悟

 　　流 通 ・ 加 工 推 進 課 長　　本　永　　　哲

 　　農 政 経 済 課 長　　長　元　　　司

 　　営 農 支 援 課 長　　能　登　　　拓

 　　園 芸 振 興 課 長　　長　嶺　和　弥

 　　糖 業 農 産 課 長　　金　城　吉　治

 　　畜 産 課 長　　真喜志　　　修

 　　村 づ く り 計 画 課 長　　島　袋　　　進

 　　森 林 管 理 課 長　　宇地原　健　志

 　　水 産 課 長　　七　條　裕　蔵

　労 働 委 員 会 事 務 局　　下　地　　　誠
 

　参 事 監 兼 事 務 局 長　 

 3ii4

○新垣淑豊委員長　ただいまから経済労働委員会を

 開会いたします。

本日は儀保唯委員からオンライン出席の申出があ

り、委員長として出席を許可したことを御報告いた

 します。

 儀保唯委員。

○儀保唯委員　はい。 

○新垣淑豊委員長　オンラインの出席を確認いたし

 ました。

本日の説明員として農林水産部長及び労働委員会

 事務局長の出席を求めております。

なお、令和７年度当初予算議案の総括的な説明な

どは、去る３月７日の予算特別委員会において終了

しておりますので、本日及び明日は関係部局予算議

 案の概要説明を聴取し、調査いたします。

本委員会の所管事務に係る予算議案の調査につい

てに係る甲第１号議案、甲第２号議案及び甲第８号

議案から甲第10号議案までを一括して議題といたし

 ます。

まず初めに、労働委員会事務局長から労働委員会

 事務局関係予算の概要の説明を求めます。

下地誠労働委員会事務局参事監兼事務局長、お願

 いします。

○下地誠労働委員会事務局参事監兼事務局長　委員

 の皆さん、おはようございます。

初めに、労働委員会事務局の組織概要について説

 明いたします。

労働委員会は、公益委員、労働者委員、使用者委

員の三者構成により中立・公正な立場で労使間紛争

の迅速かつ円満な解決を援助し、労使関係の安定を

 図る専門的な行政機関です。

主に不当労働行為の審査、労働争議の調整、個別

 労働関係紛争のあっせんなどを行っています。

それでは、労働委員会事務局所管の令和７年度一

 般会計予算案について説明します。
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 ただいま通知しました資料を御覧ください。

最初に令和７年度一般会計部局別歳出予算から説

 明いたします。

１ページの表における下段、太枠線の欄が当局に

 係る記載です。

総額１億4205万3000円となり、令和６年度当初予

算の１億3785万1000円と比較すると、420万2000円、

 率にして約３％の増となります。

続いて２ページは、款ごとの歳入予算一覧となっ

ており、県全体の予算額に労働委員会事務局の予算

 額を追記しています。

労働委員会事務局の令和７年度歳入予算額は、15の

諸収入の雑入に該当し、１万2000円を計上していま

 す。

 令和６年度から1000円増となります。

内容は会計年度任用職員の雇用保険料本人負担分

 となります。

３ページは、款ごとの歳出予算一覧となっていま

 す。

労働委員会事務局の歳出予算１億4205万3000円は、

５の労働費に含まれており、委員会運営費、職員費

 及び事務局運営費となっています。

以上で労働委員会事務局所管の令和７年度一般会

 計予算案の概要説明を終わります。

 御審査をよろしくお願いいたします。

○新垣淑豊委員長　労働委員会事務局長の説明は終

 わりました。

これより質疑を行いますが、本日の質疑につきま

しては、予算議案の審査等に関する基本的事項に従っ

 て行うことにいたします。

予算特別委員長から調査を依頼された事項は、沖

縄県議会委員会条例第２条に定める所管事務に関す

 る予算議案でありますので、十分御留意願います。

総括質疑を提起しようとする委員は、質疑の際に

その旨を発言するものとし、明３月11日本委員会の

質疑終了後に改めてその理由の説明を求めることに

 いたします。

また、総括質疑の提起があった際、委員長が総括

質疑を提起した委員に、誰にどのような項目を聞き

たいのか確認しますので、簡潔に説明するようお願

 いします。

なお、委員長の質疑の持ち時間については、予算

特別委員会に準じて、譲渡しないことにいたします。 

質疑及び答弁に当たっては、その都度、挙手によ

り委員長の許可を得てから行い、重複することがな

 いよう簡潔にお願いいたします。

また、質疑に際しては、委員自らタブレットの発

表者となり、引用する予算資料の名称、ページ番号

及び事業名などをあらかじめ告げた上で、説明資料

の該当するページを表示し、質疑を行うようお願い

 いたします。

 休憩いたします。

 　　（休憩中に、質疑時間の譲渡等の確認）

○新垣淑豊委員長　再開いたします。 

それでは、これより直ちに労働委員会事務局に係

 る甲第１号議案に対する質疑を行います。

 座波一委員。

○座波一委員　令和７年度の予算に原案として、今

年もこのワシントン事務所の職員が派遣されるとい

 うことであります。

御存じのとおり、今、議論中でありまして、その

中で、職員が２人派遣されるということでの、この

職員からの不利益に関する相談はなかったでしょう

 か。

○下地誠労働委員会事務局参事監兼事務局長　シン

プルに申し上げますと、公務員の場合は、我が労働

 委員会ではなくて人事委員会になりますので。

 以上です。

○座波一委員　以上です。 

○新垣淑豊委員長　以上で、労働委員会事務局に係

 る甲第１号議案に対する質疑を終結いたします。

 説明員の皆さん大変御苦労さまでした。

 休憩いたします。

 　　（休憩中に、説明員の入替え）

○新垣淑豊委員長　それでは、再開いたします。 

次に、農林水産部長から農林水産部関係予算の概

 要の説明を求めます。

 前門尚美農林水産部長。

○前門尚美農林水産部長　おはようございます。 

 委員の皆様、本日はよろしくお願いいたします。

令和７年度農林水産部関係予算について、その概

要を説明する前に、農林水産部の取組について、し

 ばらく御説明いたします。

農林水産業は、県民生活に必要不可欠な食料を生

産・供給するとともに、観光産業や食品製造業など

の域内経済や雇用への波及効果、農林水産物の移出

や輸出による域外所得の獲得など、重要な役割を担っ

 ております。

農林水産部は足腰の強い農林水産業を推進し、各

 種施策に取り組んでいるところです。

令和６年度は、長引く物価上昇による生産資材高

騰対策など、生産者の経営継続のための支援等に加
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え、昨年11月の北部地域の大雨災害対応や、21年ぶ

りに誘殺が確認された害虫セグロウリミバエの対策

範囲拡大など、新たに対応が求められたところであ

 ります。

そのような中、昨年は、第５代漁業調査船図南丸

が竣工し、資源管理型漁業の推進や、新たな水産資

源の探索などによる持続可能な水産業振興が期待で

 きること。

県立農業大学校の新校舎を開校し、現代の農業技

術の水準に適応した教育実習施設を整備し、遠隔地

に分散していた牧草地や農業機械練習場を集約する

など、次世代農業を牽引する人材を育成する環境が

 整ったこと。

青果物では初めてぐしちゃんピーマンが、島野菜

では初めて中城島にんじんが、それぞれ地理的保護

制度――ＧＩに登録され、県産野菜のブランド化に

よる有利な販売展開に期待できることなど県の取組

 が話題となりました。

令和７年度当初予算においては、新沖縄21世紀農

林水産業振興計画（まーさん・ぬちぐすいプラン）

として、おきなわブランドの確立と生産供給体制の

強化など７つの柱を掲げ、各種施策に取り組んでま

 いります。

具体的には、おきなわブランドの確立と生産供給

体制の強化について、優良県産ブランド和子牛生産

支援事業を実施し、県有種雄牛活用による家畜市場

の独自性創出を図ってまいりたいと考えております。 

また、農林水産業のイノベーション創出及び技術

開発の推進について、持続的なソデイカ漁業推進事

業を実施し、ソデイカの資源管理の高度化を図って

 まいりたいと考えております。

農林水産部は、引き続き、地域経済の活性化や農

林漁業者の所得向上など、魅力と活力ある持続可能

な農林水産業のさらなる実現のため、各種施策を展

 開してまいります。

それでは、令和７年度当初予算について、タブレッ

トに掲載されております令和７年度当初予算説明資

料農林水産部に基づき、御説明させていただきます。 

 １ページを御覧ください。

県全体の令和７年度一般会計歳出予算額における、

 部局別の歳出予算額です。

表の一番下にある合計の金額でありますが、沖縄

県全体の令和７年度一般会計歳出予算額8893億

6000万円のうち、農林水産部所管分は、中ほどの太

枠部分でありますが、566億9577万4000円となってお

 ります。

前年度の農林水産部の予算額525億8445万3000円と

比較しますと、41億1132万1000円、率で7.8％の増と

 なっております。

また、一般会計歳出予算の部局別構成比でありま

すが、県全体の令和７年度一般会計歳出予算額に占

 める農林水産部の割合は、6.4％となっております。

 ２ページを御覧ください。

次に、一般会計歳入予算の概要について御説明い

 たします。

令和７年度一般会計における農林水産部関係の歳

入予算額は、表の一番下にある合計の金額でありま

すが、394億6171万8000円となっており、前年度当初

予算額376億 7729万 4000円と比較しますと、17億

 8442万4000円、率で4.7％の増となっております。

それでは、その内容について（款）ごとに御説明

 いたします。

８の分担金及び負担金５億6417万円は、土地改良

法に基づく水利施設整備事業等に係る受益者の分担

 金及び負担金等であります。

その下、９の使用料及び手数料１億3573万8000円

は、農業大学校授業料及び家畜衛生関係手数料等で

 あります。

10の国庫支出金332億7507万1000円は､災害復旧に

要する国庫負担金､沖縄振興公共投資交付金などの国

庫補助金及び委託試験研究費に係る委託金等であり

 ます。

その下、11の財産収入３億9984万8000円は、県営

林野の土地貸付料及び試験研究機関等で生産された

 農林生産物の売払代などであります。

次に２行下、13の繰入金6506万4000円は、農業改

良資金の貸付原資に係る国への元金返済に伴う一般

会計への繰入金及び森林環境譲与税基金に係る基金

 繰入金などであります。

15の諸収入10億4612万7000円は、中央卸売市場販

売促進貸付金に係る元利収入、試験研究機関の受託

 試験研究費及び雑入等であります。

その下、16の県債39億7570万円は、公共事業等及

 び災害復旧に充当する県債であります。

以上が農林水産部関係の一般会計歳入予算の概要

 であります。

 ３ページを御覧ください。

次に、一般会計歳出予算の内容について款ごとに

 御説明いたします。

６の農林水産業費は538億6552万5000円となってお

り、前年度予算額507億8387万4000円と比較しますと、

30億8165万1000円、率で6.1％の増となっております。 
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増となった主な要因は、おきなわ農林水産物県外

出荷促進事業25億5841万円は、国直轄事業となり、

前身の事業――農林水産物条件不利性解消事業と対

前年度と比べ６億4344万2000円の増額となったこと

 などによるものです。

主な事業としては、県産農林水産物を県外等向け

に出荷する場合の輸送費に対して補助を行うおきな

わ農林水産物県外出荷促進事業、農業用水源の開発、

かんがい施設及び排水施設の整備等を行う水利施設

整備事業（補助金事業）、子牛生産農家に対し、肉用

子牛価格下落分の一部の補助を行う沖縄県和牛子牛

生産者緊急支援事業、生産の拠点となる漁港施設の

 整備を行う水産生産基盤整備事業などであります。

11の災害復旧費は28億3024万9000円となっており、

前年度予算額18億57万9000円と比較しますと、10億

 2967万円、率で57.2％の増となっております。

増の主な理由としましては、農地農業用施設災害

 復旧費（補助事業）の増によるものです。

主な事業としては、農地農業用施設災害復旧費、

漁港漁場災害復旧事業費及び県営林道施設災害復旧

 事業費などであります。

 以上が一般会計歳入歳出予算の概要であります。

 ４ページを御覧ください。

次に、令和７年度農林水産部所管の特別会計歳入

 歳出予算について御説明いたします。

農業改良資金特別会計の歳入歳出予算額は5104万

6000円となっており、前年度予算額4671万3000円と

比較しますと、433万3000円、率で9.3％の増となっ

 ております。

増となった主な理由としましては、農業改良資金

 貸付事業費の増によるものです。

 ５ページを御覧ください。

沿岸漁業改善資金特別会計の歳入歳出予算額は

2759万5000円となっており、前年度予算額2746万

5000円と比較しますと、13万円、率で0.5％の増となっ

 ております。

増となった主な理由としましては、沿岸漁業改善

 資金取扱事務費の増によるものです。

 ６ページを御覧ください。

中央卸売市場事業特別会計の歳入歳出予算額は

４億2774万7000円となっており、前年度予算額３億

9530万5000円と比較しますと、3244万2000円、率で

 8.2％の増となっております。

増となった主な理由としましては、中央卸売市場

 管理運営費の増によるものです。

 ７ページを御覧ください。

林業・木材産業改善資金特別会計の歳入歳出予算

額は2791万9000円となっており、前年度予算額2698万

2000円と比較しますと、93万7000円、率で3.5％の増

 となっております。

増となった主な理由としましては、林業・木材産

 業改善資金取扱事務費などの増によるものです。

以上、農林水産部関係の一般会計及び特別会計の

 予算の概要を御説明いたしました。

 御審査のほど、よろしくお願いいたします。

○新垣淑豊委員長　農林水産部長の説明は終わりま

 した。

これより質疑を行いますが、質疑及び答弁に当たっ

ては、その都度挙手により委員長の許可を得てから

行い、重複することがないよう簡潔にお願いいたし

 ます。

それでは、農林水産部に係る甲第１号議案、甲第

２号議案及び甲第８号議案から甲第10号議案までに

 対する質疑を行います。

 仲村家治委員。

○仲村家治委員　資料３－３の14ページですね。 

ＡＩを活用した作物障害画像診断に向けた体制整

 備事業の概要を教えてください。

○山口悟農林水産総務課研究企画監　お答えします。 

沖縄県では病害虫が周年発生し、農作物への病害

虫被害は他県に比べると大きく、生産者は多大な労

 働力をかけて防除を行っている現状があります。

本事業では、生産者自身で作物障害の原因を速や

かに特定、対応することで、被害の抑制と農薬使用

量の低減を図ることを目的として、病害虫や栄養障

害の画像診断データベースを開発し、ＡＩ診断解析

 を行う判別システムの開発に取り組んでおります。

令和６年度までに、画像データを対象５品目合計

で約３万枚を集積し、教師画像として判断用のタグ

 づけ作業を実施しております。

成果目標は、データベースに用いる画像データ１万

 5000枚の集積となります。

令和７年度当初予算額は8249万5000円、事業期間

は令和４年から令和８年度の５年間を予定しており

 ます。

 以上です。

○仲村家治委員　具体的にＡＩを使った画像処理、

それをデータとして判断するというのは分かったん

ですけれども、事例としてどういうものがあるのか、

 例示できますか。

○山口悟農林水産総務課研究企画監　例えば農家さ

んが畑にいて、葉っぱの色がおかしいというときに、
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これが病気なのか、栄養が足りないのか、虫なのか

が分からないときに、スマホで写真を撮って、それ

をＡＩが、例えばこの位置だとこの病気じゃないか、

この肥料が足りないんじゃないかというのを判断し

 てくれるというのが今回のこの研究になります。

○仲村家治委員　ＡＩというのは分かるんだけれど

さ、いろいろな、例えばそういう民間企業で開発し

 たＡＩがあるよね。

このＡＩは、そういう中で、どういうＡＩの技術

 を使っているんですか。

○山口悟農林水産総務課研究企画監　例えばゴー

ヤーの、ある肥料が足りない場合というのが現場で

 出る場合、いろいろな可能性があるんですね。

そこに向けて、例えば農業研究センターの肥料の

担当の部署が、窒素を減らすと、窒素だけ足りない

と、こういう症状が出ますよという、これが教師画

 像。

こういうときにはこういう判断してねというのが、

先ほど言った１万5000枚とかをつくることで、ＡＩ

がこの写真だと、あそこに並んでいた中から、これ

が一番妥当だろうという判断をするというのが、こ

 のシステムになっています。

○仲村家治委員　要は、１万何ぼかのデータがあっ

て、それをＡＩ技術を使って判断するのは分かった

んですけれど、ＡＩの技術って各社いろいろな技術

があって、このデータを蓄積してＡＩが判断するの

は分かるんだれけれど、ＡＩの基になる技術はどこ

 の技術を使っているんですか。

○山口悟農林水産総務課研究企画監　どういったＡ

Ｉかということなんですけれど、先ほどと重なるん

ですが、たくさんある画像の中から、どれが一番適

しているのかというのを選ぶというところがこのＡ

Ｉの技術にはなるんですね。例えばグーグルなんか

で単語を入れて出てくる、あんな感じのものを画像、

写真の中から選び出すというのが今回のＡＩ技術に

 なろうかと思います。

○新垣淑豊委員長　休憩いたします。 

　　　（休憩中に、仲村委員よりどこのＡＩ技術を

　　　　活用しているのかを聞いている旨説明が　

　　　　あった。） 

○新垣淑豊委員長　再開いたします。 

 　山口悟農林水産総務課研究企画監。

○山口悟農林水産総務課研究企画監　少し個別にこ

の技術というところ、すみません、確認まだ取れて

 いないので、後ほど資料提供でお願いします。

○仲村家治委員　近いうち答弁もＡＩがやるかもし

 れないですよ。

これは農作物って書いているんだけれど、畜産と

か、いろいろな分野で多分活用できると思うんです

けれど、部長、これ、将来的に各分野のそういった

病害虫とかに活用できると思うんですけれど、将来

的にそれを農林水産の分野に広げる可能性ってあり

 ますか。

○前門尚美農林水産部長　お答えいたします。 

生産者の高齢化や労働力不足への対応ですとか、

農林水産業の成長化に当たっては、ＡＩを含めたス

マート農林水産業の推進は不可欠であると認識して

 おります。

一方で、推進上の課題としましては、導入コスト

の問題ですとか、あと他府県と異なる栽培品目でし

たりとか、あと台風とか、塩害とか、また離島地域

における通信環境など、他府県の成果をそのまま活

用できないということが上げられますので、県とし

ましては、引き続き各種実証に取り組みまして、本

県の地域特性を踏まえたスマート農林水産業の推進

に向けた環境整備に取り組んでいきたいと思ってお

 ります。

○仲村家治委員　ぜひ、その技術を活用してもらい

 たいなと思います。

台湾に視察に行ったときに、すごい台湾の農林水

産省というか、この辺の最新技術をトータルでやっ

ていて、ＡＩとか、そのテクノロジーを使った農林

 水産業というのに力を入れていたんでね。

ぜひ、本県でもこの辺は台湾との交流で学ぶこと

 いっぱいあると思うんで。

もちろん日本政府もあるんだけどさ、そういった

面での交流って、ぜひお願いしたいなと思っていま

 すので、ぜひお願いします。

続きまして、15ページの中央卸売市場の件ですけ

 れども、概要を教えてもらえますか。

○本永哲流通・加工推進課長　中央卸売市場につき

ましては、昭和59年の開設以来、約40年と老朽化が

 進んでいるところでございます。

それで、令和５年度につきましては、市場関係者

との意見交換等を行いまして、市場の運営の在り方

及び市場の整備の在り方について整理したところで

 ございます。

令和５年度の整理を受けて令和６年度には、民間

事業者からの提案を受けての再整備案について、整

備の手法、余剰地の活用方法、資金面等について、

民間事業者と協議検討し、再整備の基本方針を策定

するための対話事業者を選定するという事業になっ
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 ております。

令和７年度におきましては、対話事業者を選定し

た後、その基本方針の策定に向けて調査をするとい

 うところでございます。

 以上です。

○仲村家治委員　那覇の伊奈武瀬のところですよね、

 この場所はね。

それでもう大分古いというのは前から聞かされて

いるんですけれども、これ、土地は県有地、それと

 も那覇港管理組合の土地なんですか。

○本永哲流通・加工推進課長　県有地になっており

 ます。

○仲村家治委員　建て替えに関しては、なかなか県

と調整がいかないというのを数年前に聞いたんです

けれど、これは事業化しているので、前進している

 というふうに捉えていいんですか。

○本永哲流通・加工推進課長　市場関係者等からの

御要望もあって、民間の活力を活用した再整備とい

うことで検討を進めているところでありまして、先

ほど御説明したとおり、今年度は対話事業者を選定

して、来年度基本方針策定に向けて実施していこう

 と考えております。

 以上です。

○仲村家治委員　観光客も増えてきているし、この

辺の青果とか、いろいろなの物流というのは、多分

年々増加していくと思うので、建て替えをスムーズ

にいかないとなかなか難しい面もあると思うんだけ

 れど、ぜひ推進してくださいね。

 次に移ります。

17ページの20番のさとうきび生産総合対策事業に

 ついて概要を教えてください。

○金城吉治糖業農産課長　さとうきび生産総合対策

事業は、さとうきび栽培における省力化や低コスト

化を図ることを目的に、国の事業と連携しながら、

農作業を受託する農業法人やＪＡ等に対して、ハー

ベスタやトラクター等の共同利用機械の導入支援を

 実施する事業となっております。

 以上です。

○仲村家治委員　南大東に去年行ったときに、若手

のメンバーと意見交換したんですけれども、結構大

型の機械を購入して、北大東のほうまで請け負って

やっているというぐらい、すごい最新鋭の機械――

マシンを使ってやっているってあったんだけれど、

問題はハーベスタ等機械を購入するときに、補助金

がなかなか難しい面があるというんだけれど、この

事業があることによって、その辺は解決できますか。 

○金城吉治糖業農産課長　先ほど国の事業と連携し

てということをお話ししましたけれども、ハーベス

タ等の機械の導入につきましては、国のほうが採択

 を行っています。

国のほうが採択したものに対して、これ直接補助

事業になっていまして、国のほうから直接事業主体

のほうに補助金が行くということになっていますけ

れども、県のほうとしましては、国が採択した地区

に関して、国が10分の６以内で、県のほうが採択し

た地区に10分の２以内を補助するような事業という

ふうに組んでいますので、農家の負担軽減になるよ

 うな事業というふうに考えております。

○仲村家治委員　意外に南大東の若手の皆さんの話

 を聞いたら、農業するために帰ってきたいと。

だけど、こういうハードルが高い部分が結構あっ

てね、まずびっくりしたのが住むところがないとい

う話もあって、この辺はもうトータルで考えていか

 ないといけないと。

やっぱりやる気のある若い人たちが帰りたいけど、

なかなか機械の購入とか、いろいろハードルが高い

んですよねって話があったので、この辺はいろいろ

施策を、あと農林水産省の沖縄の振興策以外のメ

ニューがあると思うので、これは引っ張ってこない

となかなか難しいと思うんですけれど、この辺は沖

縄振興の予算だけじゃなくて、農水省の独自の補助

事業というのをうまく組み合わせていただきたいん

ですけれど、この辺の調査研究というか、調べる体

 制ができていますか。

○金城吉治糖業農産課長　先ほど国の事業というふ

うに申しましたのは、農林水産省の事業となってお

 ります。

その一方で、特に南大東につきましては、大型ハー

ベスタ等必要ということで、かなりの金額のイニシャ

ルコストになりますので、農林水産省のほうで機械

の長寿命化に対する、メンテナンスに対する費用の

支援助成も行っていますので、そちらのほうとも連

携しながら、機械化の推進に取り組んでいきたいと

 考えております。

○仲村家治委員　では、ぜひ連携してやってくださ

 いね。

 最後に、18ページの29番ですね。

沖縄型森林環境保全事業について概要説明をお願

 いします。

○宇地原健志森林管理課長　お答えします。 

沖縄型森林環境保全事業ですが、沖縄の森林を保

全することを目的とした、松くい虫やナラ枯れなど



－187－

                                                                                   

 の森林病害虫対策の事業となっております。

松くい虫の効率的・効果的な防除戦略の検討、あ

と幹線道路周辺などの被害木の伐倒駆除、名木など

の貴重な松への樹幹注入による予防対策などの実施

 を行います。

また、松くい虫をはじめとする森林病害虫の被害

が確認されていない地域の監視体制づくりも行って

 まいります。

今後、引き続き関係市町村と連携して、防除対策

 の実施に取り組んでまいります。

 以上です。

○仲村家治委員　久米島は、山のほうというのはな

かなか手がついていないんだけれど、道路沿いのや

つはどうにかという話があるんですが、令和６年度

に比べてそんなに予算が増えていないんだけれども、

これは皆さんが今話しているのであれば、もっと予

算を増額すべきだったと思うんだけれど、どうです

 かね。

○宇地原健志森林管理課長　お答えします。 

今回の予算についても、市町村等からの要望を聞

 きながら予算化しております。

久米島町においても増額等の要望あるかというの

を確認したんですけれど、奥山化しているのもあり

ますし、あと労力が足りないということもあって、

これ以上、多分補助金を投入しても執行できないと

いうおそれがあるということで、今回ほぼ同じ額で

 行っております。

○仲村家治委員　久米島町がこれ以上人を出せない

とか、いろいろ事情があるのは、これを解決しない

 と駄目なんじゃないですかね。

○宇地原健志森林管理課長　市町村、久米島町にお

いても、伐採業者とか、地元の業者さん含めて、な

かなか協力体制がまだ整っていないという状況が

あって、業者数も増えないというような状況になっ

 ています。

○仲村家治委員　だから、市町村がそういう状況で

あるというのは、県がどうにか面倒を見ていかない

と、この松くい虫っていうのも止められないんです

 よ。

 来年まで待つかっていったら待たないからね。

だから、この辺しっかりと市町村の立場に立って、

ほかの対策、何らかの援助とかできないもんですか

 ね、部長。

この辺は、確かにこの予算が市町村から上がって

きて、ある程度計上しているの分かったんだけど、

だけど、久米島町の例で話したんだけど、そういっ

た作業員の確保できないとかという事情は別の問題

だと僕は思うので、その辺、別メニューでどうにか

 できないですかね。

○前門尚美農林水産部長　今、森林管理課長からあ

りましたように、沖縄型の環境保全事業で、松くい

虫の防除等を行っておりますけれども、なかなか人

員もちょっと手が回っていないという状況もあると

 いうのは承知しております。

引き続き、人材育成の部分ですとか、市町村との

連携、そして土木とか、他の部局との連携もしなが

ら、防除体制の実施にも取り組んでいきたいと思い

 ます。

また、ドローン等を活用して、状況の調査も進め

 ていきたいと思います。

また、予防対策の実施も含めて、入れないという

監視体制づくりの強化も図っていきたいと思います。 

委員から御指摘があった点についても、引き続き、

 少し部局で検討してまいりたいと思います。

 以上です。

○仲村家治委員　ぜひ、これ市町村が、特に小規模

離島は今、職員すら応募しても来ないという状況で、

やっぱりこれは沖縄県が何らかの形で助けていかな

いといけない部分があるので、これは農林水産部だ

けじゃなくて、ほかの部局も一緒だと思うので、そ

れは全庁的に人員派遣も含めて、短期集中型にでき

る部分があると思うので、この辺はぜひ検討しても

らいたいなと思っていますので、引き続きよろしく

 お願いします。

 以上です。

 終わります。

○新垣淑豊委員長　座波一委員。 

○座波一委員　資料３－３から行きます。 

14ページの食料自給率向上対策事業の自給率の変

 遷と、この向上への計画の取組をお願いします。

○比嘉淳農林水産総務課長　お答えします。 

本県の食料自給率の変遷については、カロリーベー

スの食料自給率は、平成30年度が27％、令和元年度

が34％、令和２年度が32％、令和３年度が32％、令

和４年度概算値で34％となっており、30％前後で推

 移しているのが現状であります。

また、生産額ベースで見ますと、平成30年度が

63％、令和元年度が63％、令和２年度が64％、令和

３年度が52％、令和４年度概算値で45％と推移して

 おります。

今回の事業の計画と取組についてなんですが、食

料自給率の目標値は、新・沖縄21世紀農林水産業振
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興計画において、令和13年度までにカロリーベース

 で45％、生産額ベースで75％と設定しております。

その目標に向かって、食料自給率の向上について

は生産拡大が極めて重要なことから、県としまして

は各種生産振興対策、それから担い手育成・確保、

経営力の強化など、農林水産物の生産拡大による食

料自給率の向上に取り組んでいるところであります。 

令和７年度の今回の新規事業については、生産拡

大品目や輪作体系の検討、農地の効率的な利用など

に関する実態調査を進めるとともに、有識者による

検討会を設置して、本県の食料自給率の向上に向け

 て取り組んでまいりたいと思っております。

 以上になります。

○座波一委員　次に、16ページの沖縄型耐候性園芸

 施設整備事業の概要説明をお願いします。

○長嶺和弥園芸振興課長　お答えします。 

沖縄型耐候性園芸施設整備事業でございますが、

この事業、本県は台風などの気象災害による被害が

多いことから、自然災害や気候変動に左右されず、

定時、定量、定品質の出荷に対応できる園芸産地を

形成するために、一括交付金を活用し、被害の軽減

を図る強化型パイプハウスや平張施設の整備、あと

令和５年度からは、耐候性園芸施設補強・改修事業

において、既存の農業用ハウスの補強、改修への支

援も併せて行っておりまして、既存のハウスの耐候

性等の向上による被害軽減、長寿命化によるコスト

 低減を推進しているところです。

 以上です。

○座波一委員　この事業は、沖縄型という意味合い

においては、非常に今後とも力を入れるべき事業だ

 と思うんですよね。

実際、この結果が出ている地域もあるということ

で、その中でも課題は多々あるわけですけれども、

その事業はもっと広げるいうんですかね、必要なと

ころは離島も含めてまだまだあるんですよ。そこら

 辺の取組はどうでしょうか。

○長嶺和弥園芸振興課長　この事業の実績としまし

ては、前身の事業を含めて、平成24年度から令和５年

度まで12年間で約190.6ヘクタールの施設整備を行っ

 ております。

それで289地区、受益農家延べ1354戸への支援を

 行っているところでございます。

その結果、地域の産地形成につながって、事例と

しましては、糸満市のキュウリ、豊見城市のトマト、

宮古島市のサヤインゲンなど、当該事業を活用した

生産の強化が図られて、県の拠点産地に認定されて

 いるところです。

この事業、毎年度、年度初めに離島も含めて事業

説明会などを実施しておりまして、引き続き、本事

業による園芸振興を引き続き図っていきたいと考え

 ています。

 以上です。

○座波一委員　先ほどの自給率向上の鍵を握ると

 思っているんですよ。

そういったものが、まだまだ広がりが少ないとい

う感じがするので、農地の確保も含めてどういった

 ものが課題なのか教えてくれませんか。

○長嶺和弥園芸振興課長　この事業については、近

年、資材が高騰して費用対効果がなかなか出せない

というような事態がありましたが、昨年度から特例

の措置を設けて、資材が高騰する以前の水準で費用

対効果が出ている地区については、事業を採択する

などの対応をしておりますし、あと、先ほど説明し

ました補強・改修事業を入れ、既存施設の長寿命化

を図ることで、産地が引き続き安定的に生産できる

 ような対応を図っているところです。

 以上です。

○座波一委員　補強・改修への対応ということで、

長寿命化の工夫によって、沖縄の災害、被害を何と

か長寿命化という名目で、事前に老朽化に備えると

いう発想があって、今、取組をしているということ

なんですけれど、そこは非常に重要なところなんで

すけれど、ただ、それだけでは、今あるところの部

分では非常にいいんですけれども、広がりという点

ではまだまだ足りないということで、先ほどの特例

 の活用というのは資材の問題ですか。

 これ、もう少し説明してもらえませんか。

○長嶺和弥園芸振興課長　資材高騰の関係では、ハ

ウスを建設するために必要な資材の価格が上がって

 いるというところがございます。

他方で、生産された農産物の市場価格が低迷して

いるという状態がありまして、費用対効果の分析で

１を超えないというような事態が見られました。こ

こで特例措置を設けて、今事業の対応に当たってい

 るところです。

 以上です。

○座波一委員　費用対効果というのは、生産者の問

 題なんですか。

○長嶺和弥園芸振興課長　農産物の価格も、資材の

価格が上がるのと同じ幅で上がれば、費用対効果は

クリアできると思われますが、そこの部分がなかな

か追いついていないという状態があるために、この
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 ような対応を取っているところです。

○座波一委員　やっぱり沖縄型のこういった園芸施

設というのは、非常に重要であると、今後も伸ばさ

なければいけない、先ほど自給率も高めないといけ

ないということからいうと、生産者の費用対効果だ

けでこれが進まないという点は、ちょっと県が考え

 なければいけないですよ。

もっともっとこれを積極的に導入するために、一

括交付金から導入しているわけだから、それをもっ

と活用して、費用対効果を何とかバランスを持って

いくという努力しなければいけないんじゃないかと

 思っています。どうでしょうか。

○長嶺和弥園芸振興課長　生産性の向上を図るため

に、反収の向上というところで、事業の中でも様々

な装備を加えているほか、栽培技術の向上について

も、関係機関と一緒に農家への指導に取り組みなが

 ら生産振興を図っていきたいと思っております。

 　以上です。

○座波一委員　次に、17ページの県産牛肉ブランド

 力向上対策事業。

これまでの事業とどう違うのか、説明をお願いし

 ます。

○真喜志修畜産課長　お答えします。 

県産牛肉ブランド力向上対策事業は、和牛赤身肉

の潜在需要に応えるため、経産牛肥育に取り組む地

域や農家を支援し、県内産和牛の多様な価値を高め

県産牛肥育を通じて和牛の新しいブランドの構築に

 取り組みます。

令和７年度は、消費者ニーズや市場動向の調査と

経産牛肥育の基礎データを収集するために、赤身肉

の肉質や飼料の分析試験を実施する計画となってお

 ります。

 以上です。

○座波一委員　これまであまり活用されてなかった

 経産牛を肥育して、商品化していくと。

赤身肉というのは私個人的には好きなんですけれ

ど、そういう意味からいうと、沖縄は比較的赤身肉

 に慣れていると思うんですよね、歴史的に。

 だから、これもっと活用したほうがいいですよ。

 どうですか。

○真喜志修畜産課長　今回、経産牛肥育ということ

で取り組みますが、どうしても肉用牛繁殖経営農家

の厳しい経営状況の中、老廃牛を肥育することで、

少しでも付加価値をつけて、所得向上につながるよ

 うな取組につなげていきたいと考えております。

○座波一委員　次に、これ項目事業にはないんだけ

れど、耕畜連携の重要性があって、家畜においては、

家畜ふん尿処理の問題は非常に大きいわけですよね。 

そのふん尿処理を使った耕畜連携もまた非常に可

能性があるということで、技術的にはできているは

ずなんですけれど、なかなか利用者との構造的な仕

 組み、経済的な仕組みが確立されていないと。

なかなか現場だけの調整では難しそうだなという

のが明らかですので、そこら辺に対する県の取組、

 今の状況どうなっていますか、耕畜連携。

○真喜志修畜産課長　お答えします。 

県では、沖縄県みどりの食料システム基本計画の

着実な推進のため、家畜排せつ物の循環利用の課題

を明らかにし、環境負荷低減に資する沖縄県耕畜連

 携実行計画を策定したところです。

畜産分野では、耕畜連携推進のため、沖縄型耕畜

連携推進事業を実施し、酪農からの家畜排せつ物を

活用した液肥散布によるデントコーンの試験栽培等

 に取り組んでおります。

また、家畜排せつ物処理に係る技術講習会の開催

や堆肥の地域循環に関わる課題についての意見交換

等を行い、耕畜連携の取組を強化しているところで

 あります。

引き続き、市町村、関係団体と連携し、耕畜連携

 の推進に努めてまいります。

 以上です。

○座波一委員　家畜ふん尿処理については、あまり

進んでいないですよ、取り組んでいるとは言ってい

 るけれど。

これ、八重瀬町で唯一回っているところがあるけ

 れど、これも本当の数か所だけですよね。

 全く今、全県下で、このような状態ですかね。

 今の状況はどうですか。

○真喜志修畜産課長　耕畜連携の推進については、

以前から大きな課題として認識して、県としても取

り組んでいるところでありますが、特に今、和牛農

家や酪農農家から出た堆肥の活用等、用途において

は、家畜、ふん尿混合の液肥の活用とか、そこの課

題について、なかなか進んでない状況、委員おっしゃ

るように感じているところで、それに向けて取り組

 んでいるところであります。

○座波一委員　一旦、また別に行きますけれど、粗

 飼料の生産の取組は、状況をお願いします。

○真喜志修畜産課長　県では、飼料自給率向上に向

けた取組として、他県と比較して牧草の生産性が高

いことから、草地整備等を行う畜産担い手育成総合

 整備事業を推進しているところであります。
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また、牧草の生産性を高めるため、畜産クラスター

事業による牧草生産に必要な機械導入や飼料作物奨

励品種の育成、普及等に取り組んでいるところです。 

 以上です。

○座波一委員　粗飼料、飼料も取り組んでいるとは

いえども、なかなか本格的な主なる飼料というふう

 にはなっていないところもあるわけですね。

そこでこの土地の問題、農地の問題が出てきます

 よね。

どうしても、草地というのは、沖縄は不足してい

るわけですけれども、さらにまた、不足していなが

ら遊休地が多いと。非常に矛盾した構造があるわけ

で、整理しようとしている中間管理機構も、なかな

か同意が進まない地権者が多いと。本当にもう、何

 もいい回転が今見えてこないんですよ。

私、先ほどから言っているですね、畜産牛の振興

のためには、ふん尿処理が必要。ふん尿処理をして

農畜の連携をするには、そういう用地も必要という

 ことで、全部関連しているわけですよ。

だから、そういうふうな意味合いでの農地の整備、

自給率向上のためにも、農地のしっかりとしたまと

め。これは、農業をやろうとする人たちは、農地を

 まとめたい人たちは、結構いるんですよ。

そういう草地も含めて、粗飼料の生産というのは、

やろうとしている人はいるんだけれど、なかなかま

とまらないという現状。そこは、県はどのように把

 握していますか。

○長元司農政経済課長　お答えします。 

県のほうでは、農地中間管理事業ということで、

離農者等の農地の出し手の方から農地を借り受けま

して、担い手の方に貸し付けるという事業を行って

 おります。

平成26年度から開始しまして、これまでに担い手

への農地集積ですね、1402ヘクタールの貸付けを行っ

 ております。

委員からございます事業を推進する上での課題に

つきましては、１つが農地所有者の保有意識が根強

 くて、貸し借りが進まない背景がございます。

それから、相続未登記や不在地主などによる農地

 権利が複雑になっていること。

３点目が、零細農地など、耕作条件の悪い農地の

 存在などが挙げられます。

県としては、こういった課題を踏まえながら、市

町村、農地中間管理機構と連携して取組を図ってま

 いります。

○座波一委員　先ほど申し上げた自給率向上のため

にも、農地の確保というのは非常に重要ですので、

 そこは県が出るべきです、全面的にですね。

 ぜひよろしくお願いします。

 最後に、赤土流出防止営農対策ですか。

 51ページ。

私は、その前は土木環境委員会にいましたので、

赤土問題を再三取り上げてきた中で、農地からの流

出が80％を占めているというので、やっぱり農地の

赤土流出が、結局、沖縄県の赤土防止条例からは、

非常にある意味では外れているというところで、甘

 いなという感じがするわけですよ。

そこで、営農と赤土対策の両立という点で、県は

 今どのように考えているか。

○能登拓営農支援課長　お答えいたします。 

農地からの赤土等流出防止対策につきましては、

土木的対策と営農的対策がありまして、その両面か

ら総合的に取り組む必要があるものと考えておりま

 す。

この赤土等流出防止営農対策促進事業では、これ

らのうち、営農対策を中心に実施をしておりまして、

重点監視地域を中心に農業環境コーディネーターを

配置、育成をしまして、地域の農家に対する緑肥作

物の栽培、グリーンベルトの設置、心土破砕などの

 普及を図っているところでございます。

 以上です。

○座波一委員　グリーンベルト、その辺のソフト対

策だと思うんだけれど、これでできていますかとい

 う、今、話ですよ。

○島袋進村づくり計画課長　先ほど、営農支援課長

からありますように、営農対策ガイドラインに土木

的対策としまして、水質保全対策事業（耕土流出防

止型）という事業がありまして、また、区画整理事

業等においては、環境への配慮について、地権者と

か受益者のほうに理解を得ながら、勾配抑制とか、

 沈砂池等を整備しております。

 以上です。

○座波一委員　やはり、今のようにハード面での取

 組が不可欠なんですよ。

さらに、どの畑地から流出しているというのは、

これ追跡できますから。その地主を責めるという意

味じゃないですよ。その追跡したら対応が出てくる

わけ。農地用水路を通して、河川に流入していると

 ころが分かりますよね。

だから、そこら辺にハード対策として、沈砂池を

しっかりとつけるというようなやり方、これ非常に

効率がいいんですよ。効果があるんですよ。そういっ
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 た取組をやられているかということです。

○島袋進村づくり計画課長　繰り返しで申し訳あり

ませんが、先ほど申し上げましたように、水質保全

対策事業、区画整理とかで、これまで、市町村から

の聞き取りなんですが、2400基ぐらいの沈砂池も整

備しておりまして、水質保全で約500、圃場整備等で

 1900を現在も造っております。

これからも、必要な箇所に関しては、沈砂池等の

 整備を進めてまいりたいと思っています。

 以上です。

○座波一委員　数的には、まだまだ足りませんね。 

さらに管理、沈砂池の保全、これも機能していな

 い場合も多い。

そういう取組ができていないということが、今の

赤土が止まっていないという大きな原因だと私は見

ていますので、特定すること。赤土がどの地域から

 出ているか大体分かっていますよね。

その地域を集中的にハード面でどう対応していく

か、できない部分をソフト面でどうするかであって、

今、ソフト面でやっているというようなことを前面

に出しているから、全くこの効果がないように見え

 るんですよ。

その裸地期間というのがありますよね、耕作する

ときには、畑がどうもさらされる時期がありますか

ら、その間の対策をするには、やっぱりソフトだけ

 では無理でしょうということなんですよ。

 どうでしょうかね。

○島袋進村づくり計画課長　今、委員のおっしゃる

とおり、やはりソフト、連携が非常に重要だと思っ

ていますので、これからも情報の共有を図りながら、

また事業の推進を努めてまいりたいと思っています。 

 以上です。

○座波一委員　最後に、流出防止法との兼ね合いね、

 その調整の可能性はないですかね。

○能登拓営農支援課長　赤土等の流出防止条例につ

いては、開発行為に対してはかなり厳しい規制がか

 けられております。

一方で、農家向けの部分については、基本的には、

農地からの流出ということに関して、開発事業とは

異なって、ここに係る対策費用を農家は価格転嫁す

るのが非常に困難な状況といったことを踏まえて、

努力義務にとどめられているというふうに承知をし

 ております。

農林水産部としては、そういった状況を踏まえて、

この条例の改正といったものに関しては慎重に対応

 すべきかなと考えているところです。

○新垣淑豊委員長  大浜一郎委員。 

○大浜一郎委員　大枠な質問になりますけれど、よ

 ろしくお願いします。

県が求めるこの農業生産額の目標額をちょっと教

 えてください。

○比嘉淳農林水産総務課長　お答えします。 

沖縄県農林水産業振興計画に基づきまして、農林

漁業産出額を令和13年度までに1500億円、農業産出

額で言いますと、1205億円、林業産出額で16億、漁

 業産出額で279億の目標値となっております。

○大浜一郎委員　農業生産額の、直近３年間の推移

 を教えてください。

○比嘉淳農林水産総務課長　直近３年でいきますと、

令和３年度が、農業産出額が922億、そして、令和４年

度が890億、そして、令和５年度が879億になります。 

 以上です。

○大浜一郎委員　今年度予算における目標、令和13年

までに1500億円まで持っていくという中において、

今年の予算の位置づけというのはどういうふうに

 なっているのかと。

例えば事業別の構成比は、それに向かったような

構成比になっているかということをちょっとお聞き

 したい。

 予算規模も含めて。

○比嘉淳農林水産総務課長　農林水産部の予算編成

に当たる今回のものにつきましては、県の予算編成

方針に基づくほか、新・沖縄21世紀農林水産業振興

計画に掲げる沖縄ブランドの確立と、生産供給体制

の強化や県産農林水産物の安全・安定供給と消費者

 信頼の確保など、７つの柱。

７つの柱については、資料３の４の12ページ、

13ページ、14ページに７つの柱を載せております。

この７つの柱を基本として、農業水産業の振興に資

 する各施策に取り組むこととしております。

また、令和７年度の当該計画に基づいて、353事業、

総額にしますと566億9577万4000円を計上しており、

沖縄振興予算、それから、農林水産省の予算など活

 用して各施策を展開することとしてあります。

 以上です。

○新垣淑豊委員長　休憩いたします。 

　　（休憩中に、大浜委員より令和13年の計画達

　　　　成に向けて、予算の構成や規模は妥当かに

　　　　ついて聞いている旨、説明があった。） 

○新垣淑豊委員長　再開いたします。 

 前門尚美農林水産部長。

○前門尚美農林水産部長　農林水産部における令和
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７年度当初予算につきまして、昨年度と比較しまし

 て、40億円を超える増額となりました。

これは、物価上昇による生産資材高騰対策等によ

 るものが大きいところになっております。

予算編成に当たりまして、県の予算編成方針に基

づいて予算調整をしておりますが、農林水産部は、

新・沖縄21世紀農林水産業振興計画において、沖縄

ブランドの確立と生産供給体制の強化など、７つの

柱として挙げる、各施策を実施するものとしており

 ます。

物価の上昇に伴う生産資材価格の高騰や、災害対

策など、取り巻く厳しい環境変化に臨機応変に対応

するほか、農林水産業における各種情勢を踏まえ、

農林水産業のさらなる振興対策として予算編成して

おりまして、引き続き足腰の強い農林水産業を推進

 してまいりたいと思います。

○大浜一郎委員　では、その方向に向かっていると

 いう理解をするようにします。

 農業生産額の順位を教えてください。沖縄県の。

○比嘉淳農林水産総務課長　令和４年度の沖縄県の

 農業産出額、上位から行きます。

肉用牛192億、サトウキビ166億、豚120億、キク

 61億、鶏卵48億、以上です。

○大浜一郎委員　そうなってくると、肉用牛が192億

 ぐらいあったと。

いろいろあるけれども、子牛がほとんどでしょう。 

今、低迷しているよね。だけれど、これが比較、

優位性があるということで、いつも１位なんですよ。

サトウキビは、いかんせんこれは補助作物だから競

 争力あるかどうかは別として。

肉用牛に関しては競争力があるということになっ

てくると、優先順位というのがあるかもしれない。

沖縄においてはね。取り組むべき順序、力を入れる

 べき順序というのがあるかもしれない。

この肉用牛に対する総合的な予算については、こ

れでこの事業を底上げできるというような事業に

なっているというふうにお聞きしたいんだけれども。

事業はみんなそれに沿った事業になっているかどう

 か。

今年は幾らまでの出口を見ているのかというとこ

 ろまで御説明ください。

○比嘉淳農林水産総務課長　今、大浜委員が言って

いる出口戦略に基づいての事業予算の組立てなんで

すが、農林水産部は、先ほどから言うように、農林

水産業振興計画に基づいて、生産の拡大であったり、

生産流通コストの低減、それから沖縄ブランドづく

りの推進、６次産業の推進などの、マーケットイン

を意識した出口戦略の強化等の各施策を取り組んで

 いるところであります。

令和７年度は、当初予算において、県産牛肉ブラ

ンド向上対策事業や沖縄きのこ市場競争力強化事業

など新たに実施することとしておりまして、県とし

ましては、引き続き、観光、それから商工と連携し

て、魅力、活力ある持続可能な農林水産業の実現に

 向けて取り組んでまいりたいと考えております。

 以上です。

○新垣淑豊委員長　休憩いたします。 

　　（休憩中に、大浜委員より今の事業体制と予

　　　　算でうまくいくと考えているのか確認した

　　　　い旨説明があった。） 

○新垣淑豊委員長　再開いたします。 

 前門尚美農林水産部長。

○前門尚美農林水産部長　お答えいたします。 

まず最初に、畜産でございますけれども、畜産は

今年、当初で約27億ということで予算措置をして、

子牛の価格低迷ですとか、あとまた、新たな県有種

雄牛とかをＰＲしながら、産地をＰＲしていくとい

うことで、また今年の２月に、肉用牛繁殖経営再興

プランを策定しまして、それに基づく事業というこ

 とで推進しております。

その一つが県産牛肉のブランド力向上ということ

で、経産牛の肥育のブランド化なども含まれている

ということで、畜産に関しましては、そのプランに

基づいて事業立てしまして、それをやっていくとい

 うことになっております。

また、そのほかのものに関しましても、沖縄のブ

ランドづくりということで、６次産業化ですとか、

あと、生産の振興ということで、それに基づいて当

初予算を立てているところですけれども、また、農

林水産部だけではなくて、引き続き、関係団体はも

とより、観光ですとか、商工とも連携しまして、魅

力と活力ある農林水産業の実現ということで、目指

 していきたいと思います。

○大浜一郎委員　じゃ、今年の最終的な目標値とい

うのは、今どれぐらい置いていますか。今年の予算

 の中において。

○比嘉淳農林水産総務課長　お答えします。 

単年度ごとの計画については、今のところないん

 ですが、令和９年度の目標値は設定しております。

 農業産出額でいうと、1128億となっております。

○大浜一郎委員　単年度、単年度で、ある程度の出

口ゾーンの数字を把握しておかないと、1500までに
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どうやって持っていくという、毎年毎年の取組が弱

くなりませんか。民間だったら絶対そんなことはし

 ない。

ちょっと皆さんに聞きたいんだけれど、1500億ま

でやっていくのに、毎年毎年、何を手だてを講じて

いくのって必要なことじゃないですか。それが、単

年度の出口が決まっていないというのはおかしいと

思いますよ。部長、その点どうなんですか。予算を

 使うんだから。

○前門尚美農林水産部長　お答えいたします。 

今、計画のほうは９年度でございますけれども、

単年度ということは、事業のＰＤＣＡということで、

事業の目標値等々設定しておりまして、それのＰＤ

ＣＡで振り返りをしながら、達成率ということで、

事業の目標値の達成ということで、単年度はそのこ

 とで管理をしているということであります。

○大浜一郎委員　農業経済という視点を入れてくだ

 さいね。

やはり農業経済という視点がないと、どうしても

作るだけになっちゃうからね。どうやって富を増や

していくか、競争力を持つかというのは、農業経済

 という視点を入れた取組をしてほしいと思います。

それと、肉用牛に関して言うと、今、ＨＡＣＣＰ

が工場、石垣がやっていますよね、海外輸出も目指

しているんだけれども。このＨＡＣＣＰの使い方と

今後の支援が、この中にちょっと予算でどこに、

ちょっと見えないんだけれど、それを説明してくだ

 さい。

○真喜志修畜産課長　畜産物の海外輸出については、

事例を申しますと、八重山食肉センターのほうで、

令和４年３月、４月にタイ、マカオ向けの牛肉の輸

 出の認定を取得しております。

今年度ですね、農水省の食品産業の輸出向けＨＡ

ＣＣＰ等対応施設整備事業を活用して、台湾、シン

ガポールの輸出認定取得に向け、今、施設の改修等

 を実施しているところであります。

県としては、今後も、こういった畜産物の海外輸

出に向けた取組について、いろいろ検討していきた

 いと考えております。

 以上です。

○大浜一郎委員　今、台湾が全面的に牛肉の輸入を

 再開するということが決まりましたよ。

台湾とシンガポールと香港が一番厳しいわけです

 よ。

それに対応できるようなＨＡＣＣＰ整備を、県内

の中では石垣以外にどこかやる予定はあるんですか。 

○真喜志修畜産課長　今のところ、石垣の食肉セン

 ターのみとなっております。

○大浜一郎委員　であるならば、相当な、輸出を拡

大していくためにも、戦略的にやっていくためにも、

そのような事業とか支援体制の予算がついて僕はし

 かるべきだったと思うんですよ。

 これ、どこにその予算が見えますか。

○真喜志修畜産課長　海外の輸出に関連して、事業

として、県産農林水産物輸出体制構築事業というの

を実施しておりまして、例えば香港、ベトナム、マ

カオ、タイにおいて、県産の畜産物の販売促進プロ

モーションや現地企業との商談及び現地視察等を

 行っているところです。

例えば令和５年度の実施内容としましては、香港、

シンガポール、台湾及びタイにおいて、現地での販

促プロモーション、県内生産者輸出事業者と現地企

業との商談、現地市場調査、牛肉カット指導、メニュー

提案、試食会等を実施しているところでございます。 

○新垣淑豊委員長　休憩いたします。 

　　（休憩中に、大浜委員よりＨＡＣＣＰを使っ

　　　　た輸出拡大の予算についての質問である旨

　　　　説明があった。） 

○新垣淑豊委員長　再開いたします。 

 真喜志修畜産課長。

○真喜志修畜産課長　その辺も含めて今、先ほど説

明したこのプロモーション等の事業を活用して、そ

ういったいろいろ話合いの場を持てると思いますの

で、そういった既存事業も活用しながら取り組んで

 いきたいと考えております。

○大浜一郎委員　分かりやすく、後で御説明いただ

 きたいと思います。

それと、製糖工場の件ですけれどね、製糖工場は

キビを生産しようというふうな施策はあるけれども、

予算もあるけれども、作ってきたものを、特に分蜜

糖の場合に、作りなさい、工場は危ない、この状況

をどうしていくのというのが、僕は予算書の中から

見えないんですよ、方針の中からも。この辺はどう

 なんですか。

また、今年も、関係者と協議をして云々という、

答弁に１年間なっていくのかどうかですよ。キビ作っ

ても、工場を造れなかったらどうするんですかとい

うことは、もうぎりぎりまで来ていると思う。方針

がもう今、この方針が見えない。どうなんですか、

 そこは。

○金城吉治糖業農産課長　製糖工場の老朽化対策に

つきましては、分蜜糖振興対策支援事業費におきま
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して、製糖事業者の経営安定を図ることを目的に、

気象災害とか、そういったコスト上昇分を支援する

とともに、製糖施設の整備を支援する分蜜糖製造合

理化対策に必要な経費を、一部助成しているところ

 でございます。

委員のおっしゃいます石垣島製糖の建て替えにつ

きましては、国のほうで令和６年度補正予算で新た

な事業が創設されましたので、そういった事業の活

用も含めて、今、石垣市、石垣島製糖のほうと意見

交換を行っているところで、事業実施主体、費用負

 担について調整をしているところでございます。

 以上です。

○大浜一郎委員　これ、ゆがふ製糖も含めて、石垣

島製糖も含めてですけれど、ロードマップが今年中

にある程度、生産者にも見えるような形になれるの

かどうかというのも、僕は非常に大事なことだと思

 いますよ。

 その点をちょっとお聞かせください。

○金城吉治糖業農産課長　石垣島製糖、先ほど話し

たように、市のほうと、工場のほうとお話しさせて

いただいいているところですが、ゆがふ製糖におき

ましても、26市町村ございますが、１月に全市町村

 との意見交換を開催をさせていただきました。

そういった中で、費用負担、あと事業主体につい

 て意見交換を行っているところです。

再度また、３月の28日におきましても、分蜜糖安

定操業対策検討会議の中で、そういった事業費、事

業実施主体、費用負担について、意見を伺っていき

ながら、整備の方策について進めてまいりたいと考

 えております。

○大浜一郎委員　それで生産者が、これからも頑張っ

て生産に意欲を持って取り組めるということを、担

保できるというふうに、今の答弁から捉えて、我々

 は説明していいんですか。

○金城吉治糖業農産課長　工場の整備につきまして

は、かなりの費用になりますので、また、費用負担

について市町村、事業主体のほうと意見交換して確

定させる必要がありますので、それにつきましては、

早期に固められるように、費用負担が決められるよ

うに取り組んでいきたいというふうに考えておりま

 す。

○新垣淑豊委員長　休憩いたします。 

　　（休憩中に、大浜委員より、毎年同じような

　　　　答弁であり、今年度のロードマップについ

　　　　て説明するよう要求があった。） 

○新垣淑豊委員長　再開いたします。 

 前門尚美農林水産部長。

○前門尚美農林水産部長　製糖工場の建て替えでご

ざいますけれども、国のほうが、令和６年度の補正

予算で、先ほど糖業農産課長からもありましたけれ

ども、共同利用施設の再編・集約、合理化を支援す

る新基本計画実装・農業構造転換支援事業というの

 が新たに創設されたところであります。

また、製糖工場さん、ゆがふ製糖ですとか、石垣

島製糖さんでもそうですけれども、事業費の圧縮、

そしてまた、ゆがふ製糖さんには副産物の利用とい

うことで現在取り組んでいただいているところです。 

県のほうではまた、先ほど申しました事業の活用

も含めまして、製糖事業者と市町村、そしてまた、

関係団体と検討して、早期の事業化に向けて取り組

 んでまいりたいと思います。

 以上です。

○大浜一郎委員　この問題は、知事が動かないと駄

目ですよ。知事が先頭になって国と交渉して動かな

 いと、これ前に進む問題ではありません。

ですので、部局は部局としてやるけれども、これ

は知事が先頭になって、意識を持ってやらないと駄

 目です。これだけは言っておきますからね。

　水産業についての新たな取組なんですけれど、生

 産額についてはお聞きしましたけれども。

今度ね、これから有望なものとして、養殖と栽培

 漁業がありますよね。

地域の皆さんが言われているのは、優良な種苗の

生産をぜひ県のほうで後押ししてくれということが

 ある。

養殖も、養殖事業と栽培漁業事業、今どこに力を

入れてやっていこうというふうに思っていますか。

 漁業者の所得を上げるために。

○七條裕蔵水産課長　お答えします。 

今、委員のほうがおっしゃった種苗生産について

は、石垣にある水産海洋技術センター石垣支所、そ

れから、本部にあります県栽培漁業センターのほう

で取り組んでおりまして、優良な種苗を漁家の皆様

 に供給できるよう日々努力しているところです。

それで、養殖業は、基本的に、やはり県内で一番

 大きいシェアを持つモズク養殖業でございます。

モズク養殖につきましては、今、喫緊の課題は水

 温対策でございますね。

水産海洋技術センターにおいて、そういった高水

温に耐性のあるモズク品種の開発に取り組んでいる

 ところです。

それから、魚類の養殖につきましては、引き続き
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ヤイトハタ等の養殖技術開発、それから、栽培漁業

センターにおいては、シラヒゲウニの養殖技術の確

 立、生産増大に取り組んでいるところです。

○大浜一郎委員　順調にいっているという理解でい

 いですね。

○七條裕蔵水産課長　正直なところ申し上げて、ま

だ結果が出ていないところも結構ありますので、取

組自体で、大きな問題点は今のところないという答

 えにとどめさせてください。

○大浜一郎委員　これから目指すに当たって、養殖

とか、特に栽培漁業というのは、普通の漁業のよう

に海面より、担い手がね、取り組みやすい事業とい

 うか、これからもうかっていくから。

だから、そういったので、優良な種苗は、県のほ

うでとにかく供給してくれという要望は毎年あるわ

 けですよ。

 それが今聞くと、ちょっと心もとないな。

だから、ここをちゃんとしてもらわないといけな

 いわけ。

これに対する予算措置はちゃんとできているかと

 いうのを聞きたいわけ。

○七條裕蔵水産課長　すみません、先ほどの私の心

もとない答弁は、あくまでも、養殖の生産そのもの

 ですね。

委員がおっしゃいました種苗生産については、順

 調でございます。

今、栽培漁業センターのほうで施設改修に入って

おりまして、その間、種苗生産が一時期滞るのはや

むを得ないのですが、代わりに、水産海洋技術セン

ター石垣支所において、ヤイトハタの種苗生産等を

実施することになっておりまして、生産は順調でご

 ざいます。

○新垣淑豊委員長　休憩いたします。 

 午前11時46分休憩

 午後１時20分再開

○新垣淑豊委員長　再開いたします。 

 午前に引き続き質疑を行います。

 大浜一郎委員。

○大浜一郎委員　続きまして、非常に農業政策の中

で、大事なのは食の自給率についての問題があると

思いますけれど、これは予算にどう反映されている

かというのと、カロリーベースというもので、今、

 沖縄の現状を教えてください。

○比嘉淳農林水産総務課長　お答えします。 

まず最初に、食料自給率向上事業についてなんで

 すが、予算額が986万9000円。

令和７年度から８年度までの２年間の事業になり

 ます。

この事業は、生産拡大品目、それから、輪作体系

の検討、そして、農地の効率的な利用などに関する

実態調査などを行って、有識者による検討会を設置

 して推進します。

そこで、本県の食料自給率の向上に向けて取り組

 んでいくというのが今回の事業です。

 以上です。

○大浜一郎委員　カロリーベースの内容をちょっと

 教えてください。

○比嘉淳農林水産総務課長　カロリーベースという

のは、国が定めている指標の一つなんですが、一日

の人間の摂取量から今回、日本全国、もしくは沖縄

県で作れる品目の割り算といいますか、そういうよ

うな計算でもってカロリーというので換算して、国

 としては指標をつくっております。

 以上です。

○大浜一郎委員　県内のカロリーベースの中で、

１位、２位、３位、もしあるんだったら教えてくだ

 さい。

内容、県内カロリーベースのパーセンテージがあ

 るでしょう。

 その内容が分かりますか。

○比嘉淳農林水産総務課長　カロリーベース、国が

公表しているのは、細かい数字はもう出していない

ので何とも言えないんですが、推定でいくと、おお

むねサトウキビが１番で、品目別というのはないの

で、すみませんけど、推定で、サトウキビが１番な

 のかなというふうにしか言えません。

 以上です。

○新垣淑豊委員長　休憩いたします。 

　　（休憩中に、大浜委員より、カロリーベース

　　　　の内容について聞きたいと説明があった。） 

○新垣淑豊委員長　再開いたします。 

 比嘉淳農林水産総務課長。

○比嘉淳農林水産総務課長　国が出しているカロ

リーというのは、各県ごとに、何％、何％出してい

るんですけれど、沖縄県は、令和４年度の概算値で

34％。平成30年から見ますと、おおむね30％前後で

 推移しているというような状況になります。

○新垣淑豊委員長　休憩いたします。 

　　（休憩中に、大浜委員より品目別は分からな

　　　　いのかと質問があった。） 

○新垣淑豊委員長　再開いたします。 

 比嘉淳農林水産総務課長。
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○比嘉淳農林水産総務課長　品目は国が出している

もんですから、我々沖縄県では把握できておりませ

 ん。

 以上です。

○新垣淑豊委員長　休憩いたします。 

　　（休憩中に、大浜委員より品目別で出してな

　　　　かったかと再度確認があった。） 

○新垣淑豊委員長　再開いたします。 

 比嘉淳農林水産総務課長。

○比嘉淳農林水産総務課長　品目別というのはまず

 国が公表しておりません。

各県ごとにしかカロリーは――34％という、令和

４年。これしか国からは言われてなくて、沖縄県は

推定で、例えばサトウキビを除いたら何％というの

 は過去に言ったと思うんですけれど。

　これも推定値になります。国の公表値から推定す

ると、おおむねサトウキビを除いたカロリーベース

 でいくと、６％前後になると思います。

○大浜一郎委員　ここがね、自給率が何％という割

にはね、なかなか内容が把握されていないわけです

 よ。

生産額ベースというのに今からシフトしていかな

いといけないけれど、こんなカロリーベースで、意

味分からないことをやっているのは日本だけなんで

 すよ。

ちょっとお伺いしますけれど、和牛生産していま

すよね。これはどうカウントされていますか。生産

 額で見てくるんであれば。

○比嘉淳農林水産総務課長　県内で、和牛について

は、飼料がほとんど外国から輸入ということもあっ

て、カロリーベースには換算は大分低く推定されて

 います。

 以上です。

○大浜一郎委員　そうなんですよ。 

外国産になるんですよ。そうなってくると外国の

飼料を食べているから。だから、卵もみんなそうな

 んですよ。みんな外国産になっちゃうわけ。

だから、生産額とかいうちゃんとした、沖縄でど

れぐらいの生産額があって、どういうふうな食物が

取れて、どれだけの産地の能力があるのかというの

を、もう少し具体的に統計立てたことをしないとよ

 くないと思うんですよ。

 部長これどういうふうに思いますか。

○前門尚美農林水産部長　委員おっしゃるように、

また、あわせて今般の社会情勢等の変化により、食

料安全保障及び食料自給率の向上の重要性は一層高

 まっていると思っております。

県では、食料自給率の向上に向けて、我が県は、

サトウキビを除くと、大分低くなるんですけれども、

その要因としましては、先ほど言いましたように、

肉用牛の飼料が外国産ですとか、あと花とか、たば

こ、食料自給率に換算されないものも多いというこ

とと、あと、野菜等々ということで、他県と比べて

 水田が少ないというのも背景にございます。

しかしながら、県では、食料自給率の向上に向け

て、今後、輪作体系や、また、生産拡大品目の検討

など調査するということで、令和７年度の新たな取

組として、食料自給率の向上対策事業ということで、

 新規で予定しております。

あわせて、食料自給率を上げるためには生産拡大

が重要だと考えていますので、引き続き各種、また、

生産振興対策、そしてまた、担い手の育成確保とい

 うことで取り組んでまいりたいと思います。

○大浜一郎委員　和牛をたくさんやったって、自給

のカロリーベースが上がるわけでも何でもないわけ

 ですよ。

だから、生産額ベースで、バランスよくどうやっ

てこの生産地が能力あるかというのをやるのが農政

の中で非常に大事だというふうに思いますから、そ

れを体系立ててできるような取組もね、ぜひ今年度

からちょっと着手してもらいたいなというふうに思

 います。

米生産に関して、予算がちょっと見当たらないん

 だけれど、どこにありますか。

沖縄で米生産やっているところあるんだけれど、

 沖縄の自給率を仮に米でやったらどうなるのか。

米生産の予算とか方針がちょっと見えにくいんで、

 そこをちょっと教えてほしいんですよ。

○金城吉治糖業農産課長　米の生産につきましては、

生産量につきましてですけれども、令和元年につき

ましては、県のほうで約677ヘクタールで、約2000ト

 ンの生産量となっております。

一方、令和５年産につきましては、収穫面積で576ヘ

 クタール、生産量で1850トンとなっております。

米に関する予算につきましては、国の経営安定所

得対策を実施しておりまして、これにつきましては

直接、県を通さずに農家のほうに交付されるという

事業になっていまして、県の予算には計上されてお

りませんが、その推進事業として、市町村が取り組

む予算につきましては、県を通して予算化している

 ところです。

事業費につきましては、令和７年度におきまして
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 は、1480万円を計上しているところでございます。

○大浜一郎委員　八重山では米づくりをまたやって

 いる若い人たちもいる。

昔は、県内の７割はカバーできるというふうに言っ

 てたけど、今はどれぐらいの率になっているの。

○新垣淑豊委員長　休憩いたします。 

　　（休憩中に、執行部より、消費量の７割では

　　　　なくて、県内の生産量の７割が八重山産で

　　　　ある旨説明があった。） 

○新垣淑豊委員長　再開いたします。 

 　大浜一郎委員。

○大浜一郎委員　であるならば、この八重山ででき

 た米の流通が地元でなかなか流通できない。

例えば給食にも採用できないというような問題が

あるんですよ。これは何とかしていかないと、地産

地消になっていかないんじゃないかな。その辺の取

 組については、どういうふうな取組がありますか。

○本永哲流通・加工推進課長　お答えします。 

米の地産地消につきましては、学校給食の件につ

いては、基本的に、学校給食会から米を一括で買っ

て、そちら総括してというのが基本なので、八重山

の農家さんからも一部はそういうオファーを聞いて

いるんですけど、なかなか今のところは流通してい

 ないと聞いています。

○新垣淑豊委員長　休憩いたします。 

　　（休憩中に、大浜委員よりどのような取組を

　　　　しているのかを聞いている旨説明があっ　

　　　　た。） 

○新垣淑豊委員長　再開いたします。 

 本永哲流通・加工推進課長。

○本永哲流通・加工推進課長　学校給食については、

基本的には、まず、調達の費用がかなり少ないので、

なかなか米、地産地消でやってはいきますけれども、

教育庁のほうで調達の費用に見合ったものを調達し

 ていくという形になるんだと思っています。

○大浜一郎委員　流通価格で負けているってことね。 

地産地消よりも流通価格のほうを優先していると

 いうことですよね。答えてください。

○本永哲流通・加工推進課長　地産地消に回すより

も、流通のほうに回したほうが農家の所得が上がる

 という格好だと思っております。

○大浜一郎委員　残念ですね。 

 質問を変えます。

 もう一点だけ。

国営事業に関する八重山地区の県事業の推移につ

 いてお伺いします。

○島袋進村づくり計画課長　国営関連に関しまして

は、令和６年度の、まず採択ベースで、国営は既存

事業と新規の部分がありますので、全体でまずお話

 ししますと、全体の含めますと64％ですね。

あと、新規整備だけをお話ししますと、採択ベー

スで38％。これは面積ですね。これは区画整理ので

 す。

あと、畑かんに関しては、採択ベースで22％になっ

 ております。

○大浜一郎委員　前に進んでいるというふうに理解

 していいですか。事業採択が順調にいっていると。

○島袋進村づくり計画課長　本来ならば、もっと進

捗率を上げるべきだと思っておりますが、幾つか、

前もお話ししましたが、やはり今、大きな課題が３つ

捉えていまして、その中の一つは、やはり後継者が

いないという、特に農家の方が、その事業に着手す

るにちょっと意欲が減退しているということとか、

 あと、農家の負担金ですね。

ただ、石垣に関しましては、区画整理に関しては

２％、畑かんに関しては市のほうが全額負担すると

いうことで、他の地域に比べてかなり積極的な対応

 していただいているところがあります。

あと、区画整理に関しても、県営事業等で行う事

業であれば、担い手的にある一定の集積すれば、そ

れを賄うような事業もありますので、そういったこ

とも、そういう地域の方々に御説明しながら進めた

 いと思っております。

 以上です。

○大浜一郎委員　じゃ、よろしくお願いします。 

 委員長、要調査事項についてお願いがあります。

 製糖工場の建て替えの問題についてですね。

　製糖工場の建て替えの件というのは、これは長年

の懸案事項になっておりまして、現場においても大

 変難しい状況にあろうかというふうに思います。

今後、サトウキビを増産する施策を進めていくに

当たっても、製糖工場の建て替えの、それなりのロー

ドマップをしっかりするようにするのは今年非常に

重要な問題ではないかなというふうに思っておりま

 す。

先ほど、私申し上げましたように、この問題は農

林水産部だけで取り組める問題では到底ありません

ので、知事がしっかり国と交渉すべき案件だという

ことにおいて総括質疑に上げることを申し上げたい

 というふうに思います。

○新垣淑豊委員長　休憩いたします。 

　　（休憩中に、委員長より総括質疑の内容につ
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　　　　いて確認があった。） 

○新垣淑豊委員長　再開いたします。 

 大浜一郎委員。

○大浜一郎委員　製糖のサトウキビ生産をしっかり

と前に進めていく政策をしていくためにも、農家の

皆さんにも安心して生産ができるようにするために

も、この製糖工場の建て替え問題というのは、ゆが

ふ製糖にしかり、石垣島製糖にしかり、喫緊の課題

というのが、毎年の課題として上がってきておりま

 す。

この問題は、農林水産部だけでできる問題でもあ

りませんので、知事に対してね、国としっかりその

ロードマップづくりにしっかりと努力されますよう、

総括質疑として上げたいというふうに思いますので、

 お取り計らいをよろしくお願い申し上げます。

○新垣淑豊委員長　ただいま提起のありました総括

質疑の取扱いについては、明３月11日の委員会質疑

 終了後に協議いたします。

 以上です。

 休憩いたします。

○新垣淑豊委員長　再開いたします。 

 儀保唯委員、質疑ありますか。

○儀保唯委員　ないです。 

○新垣淑豊委員長　それでは、上原快佐委員。 

○上原快佐委員　よろしくお願いします。 

まず、新年度の予算の農林水産部の概要というか、

全体的な部分についてお聞きしたいんですけれども。 

幾つかの施策の中で、新規就農とかいろいろと、

新たに農業を始める人への投資みたいな部分が幾つ

か施策があるんですけれども、ただ、実際には、予

算としては、今年度よりか、予算計上としては減っ

ているという部分で、食料自給率を上げたり、目標

として、令和13年度に1500億と掲げているにもかか

わらず、こういった形で、この新規就農の部分が予

算としては、次年度少なくなっているというのはど

ういう理由からなのかというのをお伺いできますか。 

○能登拓営農支援課長　お答えいたします。 

新規就農者を対象にした支援のための事業として、

新規就農者支援事業、それから、新規畑人資金支援

事業、農業次世代人材投資事業などを実施をしてい

 るところでございます。

次年度につきましては、本年度の当初予算ベース

と比較をしますと減額という形になってございます

が、基本的には、これらの事業につきましては、国

の交付金を活用しまして、新たに農業を始める方に

 交付金を交付するなどを行っております。

基本的には、翌年度の事業については、前年度に

各市町村等を通して要望調査を行いまして、予算計

 上を行っているところです。

今回の、令和７年度の予算につきましても、基本

的には要望ベースで計上をさせていただいておりま

すので、不足が発生するという事態はないかなとい

 うふうに理解しているところです。

○上原快佐委員　各市町村から要望が少なかったか

ら、その分、減額というか、予算がちょっと減って

いるというのはもちろん理解はできるんですけれど、

ただ、方向性としてどうなのかなというところがあっ

 てですね。

 目標数値はあるわけですよ。

食料自給率のアップとか、様々な、足腰の強い農

業とか言っている割には、その実際の担う人たちと

いうのが、市町村ベースでも全然要望が上がってこ

ないというのは、ちょっとあまり理解しにくいんで

すけれど、そこら辺は、なぜ市町村からそういった

 要望が上がるのが少ないんでしょうか。

そこら辺の要因分析というのはどうなっています

 か。

○能登拓営農支援課長　大幅に要望が減っていると

いう状況ではございませんが、昨今のコロナ禍が明

けてから、県内全体に景気が回復していく中で、非

常に人手不足が進んでいるという中で、農業の現場

においても人材確保に苦慮しているという実態はあ

 ろうかと思います。

単純にこれがそのまま農業の現場に反映している

かというところまでの分析はできてはございません

が、そういった一面もあるのかなというふうに理解

 しているところです。

○上原快佐委員　もちろんコロナによる要因もある

だろうし、他の産業との比較として、比較優位性が

どうなのかという様々な要因あるかとは思うんです

けれども、ただ、目標数値、令和13年度、1500億と

いうふうに掲げていて、さらに、様々な政策の方向

性というのがある中で、そこら辺もうちょっと丁寧

なニーズ調査というか、丁寧な聞き取りをしっかり

進めていただきたいなと思っております。じゃない

と、結局、この目標数値というのが、達成できませ

んでしたで終わる可能性がやはり非常に高いなとい

 うふうに思っています。

このまーさん・ぬちぐすいプランありますけれど

も、農業振興計画ですか、これの中で、域内経済循

環の拡大ということが基本的視点の中で挙げられて

いますけれども、県内の生産物をですね、食品工場
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であったりだとか、ホテルとかに出荷していって、

域内の経済循環を高めるということだと思いますけ

れども、この新年度予算の中で、そこら辺が反映さ

れている施策というのはどういったものになるんで

 しょうか。

　すみません、これはちょっと事前聞き取りで言わ

なかったものですから、なかなか探せないのかなと

思いますけれども、ちょっと僕もこの、見る中でな

かなかちょっと見当たらなかったものですから、も

し、施策として、こういう部分がありますよという

のであれば、後ほど個人的にちょっと教えていただ

 ければなと思います。

次なんですけれども、各種施策というか、一つ一

つの個別のやつに移っていきますけれど、14ページ

の新規事業の小規模離島における海洋深層水を活用

した農林水産業振興調査事業、これの概要を教えて

 もらえますか。

○山口悟農林水産総務課研究企画監　本事業では、

商工労働部において令和６年度から先行して調査し

ている小規模離島における海洋温度差発電の可能性

調査、その結果を踏まえて、海洋温度差発電後の深

層水を活用した地域活性化の可能性を検討するもの

 です。

具体的には、１つ目に、久米島町での事例に関す

る経済性やコスト計算及び国内外の事例調査、２つ

目に、対象離島における海洋深層水の多段利用によ

る農林水産業振興の可能性調査を委託する予定です。 

令和７年度当初予算額は865万7000円、事業期間は

 令和７年度１年間を予定しております。

 以上です。

○上原快佐委員　これは、主に久米島町と大東の調

査を目的とした形で、実際にこの実用化という部分

まで調査を進めていくという形でよろしいんですか。 

○山口悟農林水産総務課研究企画監　うちのこの事

業ですね、商工労働部が今年度、久米島の横展開を

想定して、小規模離島どこかで温度差発電ができな

 いかなと、今、調査しています。

ただ、温度差発電だけだとコスト的に合わないの

で、多段利用して、例えば農林水産業だとか、商工

事業を含めて、いろいろな使い方をしてどうにか経

済性を上げられないかというのを調査するんですが、

どこの島を対象にするというのは、今現在やってい

 る商工労働部の結果待ちです。

○上原快佐委員　ありがとうございます。 

次に、15ページの10番、鳥獣被害防止総合対策事

 業、この概要についてお伺いします。

 あと現状ですね。

○能登拓営農支援課長　鳥獣被害防止総合対策事業

につきましては、鳥獣による農産物の被害軽減を目

的に、各市町村や広域の団体で実施する、鳥獣害防

止対策に対する支援などを行う事業となってござい

 ます。

直近の数字で申し上げますと、令和５年度の鳥獣

被害額は約7500万円というふうになってございます。 

○上原快佐委員　具体的に、どの地域のどういった

 害獣がいるのかというのを教えてもらえますか。

○能登拓営農支援課長　地域によって様々な被害が

あるところですけれど、例えば北部地域ですと、カ

 ラスの被害ですとか、それから、イノシシの被害。

中南部は、鳥ですね。カラスだとか、シロガシラ。 

それから、離島に行きますと、やはり、特に最近、

石垣ではイノシシの被害などが増加傾向にあるとい

 うような状況にございます。

○上原快佐委員　分かりました。 

引き続き取組を強化していただきますようにお願

 いします。

続いて、16ページのおきなわそば地産地消プロジ

ェクト推進事業、これのですね、前年度もありまし

たけれども、拡大の事業ですけれども、概要と、ま

ず、現状ですね、あと、課題についてお伺いします。 

○金城吉治糖業農産課長　おきなわそば地産地消プ

ロジェクト推進事業（小麦生産対策）につきまして

は、県内において小麦の生産拡大を図り、地産地消

を推進するため、県産小麦を活用したおきなわそば

 のブランド化を支援していくものです。

令和７年度につきましては、沖縄に適した小麦品

種の選定や、小麦栽培実証展示圃の設置、あと、県

内の小麦栽培加工流通における課題整理、品質分析

等ブランディング調査、イベントによる情報発信な

 どを実施することとしております。

本事業により選抜された小麦品種や、調査結果を

基に、県内における産地化に向けて部局横断的に取

組を進めていくこととしておりますが、課題につき

ましては、一部、生産関係で反収が低いというとこ

 ろがございます。

全国的には、10アール当たりの収量が440キロ程度

あるところが、沖縄県につきましては、約143キロと

いうことで、大分少ない状況ですので、まずは沖縄

に合った品種の選定と、それに合わせて、また、栽

培技術の確立というのが重要になってくるかなと考

 えているところです。

○上原快佐委員　これは、例えば目標数値みたいな
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ものであったりだとか、いつぐらいを目標にという

 か、年度の目標というのがあるんですか。

○金城吉治糖業農産課長　まだ生産収量を上げてい

くことが大事というふうに考えていますので、一定

程度どこまで収量が上がるのかというのを見極めた

上で、生産目標についても検討していきたいという

 ふうに考えているところです。

○上原快佐委員　これはちなみに、消費側というか、

そば屋さんからのニーズが高いものか、それとも、

生産者側のニーズが高いものなのか、どっちなんで

 すか。

○金城吉治糖業農産課長　どちらもニーズが今ある

 というふうに考えております。

小麦生産も結構増えてきている状況で、特にうる

ま市、伊江島を中心として、生産量拡大している状

況になっていますけれども、一方で、ニーズについ

ても今般、１月に開催されました花と食のフェステ

 ィバルのほうでアンケートを実施しております。

その中で、沖縄県産小麦を使用したおきなわそば

の認知度については、約５割となっていた一方で、

店で見かけたら買いたい、また食べたいという回答

が約９割あったということで、そういったニーズも

 あるのかなと考えているところです。

○上原快佐委員　一方でニーズはあるとは思います

けれども、実際、価格的な部分というので、実際に

 割高になっていくんでしょうか。

 そこら辺は分かりますか。

○金城吉治糖業農産課長　小麦の価格につきまして

は、輸入のものと、他県産のものは大体キロ70円前

後になっているというふうに認識しているところで

 す。

県産小麦については、それよりもかなり高い価格

 で取引されているというふうに聞いております。

そういった意味もあって、価格を抑えて消費拡大

につなげていくために、反収向上というのがやっぱ

り一番の課題かなと思っていますので、反収向上で

 きるような取組を今、進めているところです。

○上原快佐委員　分かりました。 

様々な課題があるかと思いますけれども、ただ、

おきなわそばに関しては、地元でできた食材で、そ

ば自体が作れれば、当然ブランディングという意味

ではかなり高まっていくと思いますので、そこら辺

も踏まえて、しっかり今後も対策をお願いしたいと

 思います。

 以上です。

○比嘉淳農林水産総務課長　上原快佐委員からあっ

た、域内循環についての事業、確認しましたので、

資料３－３の県産農林水産物活用連携支援事業。

 15ページの５番ですね。

それから、６番の農林水産物等地産地消推進事業、

そして、16ページのおきなわそば地産地消プロジェ

 クトですね。

一応、ここに載っている部分ではこの３つが域内

循環をして、観光業であったり、それから、加工業

であったりと連携をしながら、生産をしているとい

 うような事業です。

○上原快佐委員　分かりました。ありがとうござい

 ます。

 以上です。

○新垣淑豊委員長　次呂久成崇委員。 

○次呂久成崇委員　お願いします。 

資料３－３、当初予算案説明資料のほうの15ペー

 ジになります。

⑤の県産農林水産物活用連携支援事業についてな

んですけれども、この事業は、令和４年度からの事

業というふうになっているんですが、この取組内容

と成果についてちょっとお聞きしたいなと思います。 

○本永哲流通・加工推進課長　お答えします。 

当該事業は、県産農林水産物を活用した魅力ある

加工品の開発に取り組む人材を育成するため、商品

開発及び改良及び販路拡大、開拓等を支援する事業

 となっております。

前身の事業、地域農林水産物活用支援事業の取組

及び実績としましては、令和４年度は11事業者、令

和５年度は10事業者、令和６年度は10事業者、延べ

 31事業者の支援を行っております。

このうち、15事業者は、生産者と連携する加工業

者等となっており、生産者と他産業との連携の取組

 が進んでおります。

また、取り扱われた生産物も、グアバ、マンゴー、

紅芋、豚肉、キクラゲ、アカマチなど、幅広く多種

 多様な加工品について支援を行っております。

 以上です。

○次呂久成崇委員　これ、次年度、７年度も実施計

画あるかと思うんですが、実際にスタートして、こ

の販路開拓、拡大というのも、一緒にこれは取組と

 いうのをされているんでしょうか。

○本永哲流通・加工推進課長　前身事業の中でも

やってきたことなんですけれども、令和７年度の、

新年度の事業につきましては、そこの販路拡大、販

路開拓というところに注力をしまして、マッチング

 等を実施していきたいと考えております。
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○次呂久成崇委員　ありがとうございます。 

次ですね、この農林水産物等地産地消推進事業に

ついてお聞きしたいと思いますが、これは事業内容

等について幾つかあるというふうに認識しているん

ですけれども、改めてこの事業内容、そして、効果

 等についてお聞きしたいと思います。

○本永哲流通・加工推進課長　農林水産物等地産地

消推進事業につきましては、県内における県産農林

水産物の消費拡大を図るため、第５次沖縄県地産地

消推進計画に基づき、飲食店、宿泊施設、学校給食

等における県産食材の利用促進に係る各種取組を

 行っておるところです。

具体的な内容としましては、県産職場を積極的に

活用している飲食店を対象とした、おきなわ食材の

店登録制度の推進であったり、県内ホテルや学校給

食へ向けて県産食材をマッチングする県産食材産地

ツアーの開催、食材の情報発信等による県産食材利

用促進を図る取組、それから、地産地消推進県民会

議の構成団体である消費者団体や流通加工団体、出

荷団体、行政の取組や課題等を共有する場の創出な

 どを実施しているところです。

○次呂久成崇委員　このおきなわ食材の店なんです

けれども、今、登録件数というのはどれぐらいなん

 でしょうか。

○本永哲流通・加工推進課長　令和６年度の新規登

録数は44店舗ございまして、令和７年１月現在では、

 合計433店舗に登録いただいております。

○次呂久成崇委員　この飲食店、そして、ホテル、

あと、学校給食のほうも取り組んでいるということ

なんですけれども、この県産利用率、利用量という

 のについてちょっと伺いたいと思います。

○本永哲流通・加工推進課長　ホテルのほうは、令

和４年度は20％程度というのが現状になっておりま

して、令和８年度までの目標値としては36％を目標

 に取組をさせていただいております。

また、学校給食については、令和５年度におきま

して27.2％となっておりまして、こちらも令和８年

度の目標値としては32％を掲げて取組をさせていた

 だいております。

学校給食における利用量ですけれども、令和４年

 度で121万6500キロ程度になります。

それから、ホテルにつきましては、令和４年度で

 134万2405キロとなっております。

○次呂久成崇委員　今の学校給食等においても、こ

の物価高騰の影響で今、食材確保も含めかなりやっ

ぱり厳しい状況だというふうにお聞きしているんで

すけれども、実際に今、県外からの食材、そしてま

た、県内の食材の物価高騰と給食との関係とかとい

 うのはどうなっているんでしょうか。

○本永哲流通・加工推進課長　すみません、詳細の

数字は持ち合わせていないのですけれども、当然に

物価高騰の影響は受けていると認識しておりまして、

新聞等の報道でも、学校給食費、県内の幾つかの市

町村は値上げをしていくということなので、当然、

 物価高騰等の影響を受けていると考えています。

○次呂久成崇委員　私、学校給食でのやっぱり地産

地消の取組というのはとても重要かなというふうに

思っているんですけれども、特に、学校給食の部分

においての、この地産地消をしていく中での課題に

 ついてちょっと伺いたいなと思います。

○本永哲流通・加工推進課長　学校給食における県

産農林水産物の利用上の主な課題としましては、ま

ず、限られた給食予算の中で仕入れなければならな

 いと、これが１つです。

それから、事前に献立を決定するということで、

仕入れ時点での品目、数量等がなかなか変更できな

 いというところ。

それから大量の調理を短時間でやらないといけな

いということで、規格外の農林水産物を使いづらい

 というところ。

あと、今のと関連しますけれども、下処理に時間

がかけられないということで、一時加工の必要があ

 る等が課題となっていると考えております。

○次呂久成崇委員　ということは、この地産地消、

給食の中で取組を進めていくとしても、やはり、じゃ

この食材、品目というのはもう限られてくるという

 ふうに考えてよろしいんでしょうか。

○本永哲流通・加工推進課長　委員のおっしゃると

おり、品目も限られて、その下処理の話だけではな

くて、そもそも県産の野菜というのは冬春季が旬に

なりまして、夏はなかなかこの供給量が足りないと

いうところもありますので、品目としては限られて

 くるということになります。

○次呂久成崇委員　ちょっと伺いたいんですが、学

校給食における利用促進事業の中で、栄養教諭向け

の研修ということもやっているようなんですが、そ

 の内容について教えてください。

○本永哲流通・加工推進課長　学校給食の現場に対

しての県産食材の利用促進ということで、令和６年

度はオクラ、冬瓜、カボチャを６施設マッチングし

 ました。

給食の献立にも取り入れてもらうということで、
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産地や品目の紹介、利用上の課題の洗い出しをさせ

 ていただいたところです。

また、栄養教諭を対象にした産地研修や調理研修

等を実施して、県産食材の旬の時期であったり、新

たな調理法の知識の向上を図る取組をさせていただ

 いております。

 以上です。

○次呂久成崇委員　この学校給食を通じて食の教育

の取組ということもされているようなんですけれど

も、例えば研修を受けた栄養教諭が児童生徒に対し

て、また、地元の野菜、食材のことを栄養等も含め

て伝えるというような、そういうプログラムという

 んですかね、そういう事業もあるんでしょうか。

○本永哲流通・加工推進課長　農林水産部のほうで

は、その過程のところまでは今、見てはいないんで

すけれども、教育庁の中ではそういう食育というと

 ころの事業を実施していると聞いております。

○次呂久成崇委員　地産地消推進事業、給食の取組

も本当にとてもいいと思いますし、また、この栄養

教諭等を通じて、我々が本来というか、ずっと口に

していたこの食材ですね、改めてまた見直す機会に

もなると思いますし、やはり児童生徒の食育にとっ

てもとても重要だと思いますので、ぜひ連携して、

これ縦割りじゃなくて教育委員会とも連携しながら、

取組をぜひ進んでいただきたいなというふうに思い

 ます。

次に、同じページのところで、おきなわ農林水産

物県外出荷促進事業について伺いたいと思いますが、

これは、今は既存の不利性解消事業に、これが事業

移行するものだというふうに伺っていますが、改め

 て概要等についてお聞きしたいと思います。

○本永哲流通・加工推進課長　おきなわ農林水産物

県外出荷促進事業ですけれども、委員がおっしゃっ

ていただいているように、不利性解消事業の後継事

 業ということになります。

本事業、そもそも一括交付金で実施しておりまし

たけれども、令和７年度からは、内閣府が新設しま

した補助金の事業になるというところがまず１点変

 更のところでございます。

あわせて、令和４年から船舶比率に応じた単一の

基準単価を用いての補助をさせていただいたところ

ですけれども、令和７年度からは船舶単価と航空単

 価を分けて実施するということにしております。

あわせて、目標としましては、やはり物流の合理

化を進める中で、物流費の低減というところは、目

標としては同一でございますので、それを達成する

ためにコールドチェーン構築に係る実証事業の補助

については手厚く予算を計上しているところでござ

 います。

 以上です。

○次呂久成崇委員　これ、県ではソフト事業、一括

交付金を活用してやっていたのが、今回は財源が国

になったということなんですけれども、これ、県か

ら国に変わったということは、この経緯等について

 お聞きしたいなと思うんですけれど。

○本永哲流通・加工推進課長　当該事業以外にも新

設された補助事業の中には、離島住民交通コスト軽

減事業でありましたりとか、米軍用地の取得に係る

 事業等が盛り込まれております。

国としましては、離島振興に注力をするというこ

とで、新設の補助事業を創設されたのではないかと

 考えております。

○次呂久成崇委員　この事業移行について、自治体

のほうへの説明というのは、もう行われているんで

 しょうか。

○本永哲流通・加工推進課長　国との調整が年末ま

で続きましたが、それを経て、１月には対象市町村

 について説明をさせていただいたところです。

○次呂久成崇委員　これは、対象は変わってくるん

ですかね。この事業者、この補助事業を受ける対象

 も変わってくるんでしょうか。

それでまた、出荷者とか生産者のほうにも説明と

 いうのは行われるんでしょうか。

○本永哲流通・加工推進課長　対象については変わ

 りません。

旧事業というか、令和４年度からの事業までは出

荷規模に応じてその対象、応じるというか、出荷規

模があまりに小さいところについては対象とさせて

いただいてなかったんですけれども、令和７年度か

ら出荷規模、要件についてはなくしているというと

 ころがあります。

一方、あともう一つの御質問の生産者等への説明

については、各市町村から説明をいただいていると

 いう状況でございます。

 以上です。

○次呂久成崇委員　私が聞き取りしたところ、自治

体の担当職員も少しこの事業概要については、まだ

ちょっと理解がちゃんとされていないのかなという

 ふうに感じました。

また、生産者とか、出荷者のほうも自治体のほう

から説明を聞いても、概要についてちょっとまだ分

からないというようなところがあって、ただ、実際
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にこれからの時期、夏に向けて、もう既に発注とい

うのは受注していますので、そこで少し生産者のほ

うでも混乱があるようですので、ぜひその自治体と

も協力して、この事業者、生産者のほうにも改めて

必要であれば、しっかり連携して説明を行っていた

だきたいなというふうに思いますが、いかがですか。 

○本永哲流通・加工推進課長　令和７年度から、今、

 申し上げましたとおり、新たな制度となります。

そこにつきましては生産者、それから出荷団体等

につきましても、一定程度の混乱はあるのかなと思っ

ていますので、丁寧に説明をさせていただいて理解

 を得たいと考えております。

すみません、先ほどのホテルの地産地消の量なん

ですけれども、あくまでサンプル調査のものなので、

 全量ではないというところです。

 よろしいですか。

○次呂久成崇委員　はい。 

○新垣淑豊委員長　続きまして、上原章委員。 

○上原章委員　お願いします。 

午前中から通告した内容が幾つかもう出ています

ので、ちょっと違う角度も含めて質問したいと思い

 ます。

まず、何名かの方が取り上げています食料自給率

向上についてなんですが、これまでの取組の効果、

そして今回新規事業として新たに計上されているん

 で、その辺の内容をお聞かせください。

○比嘉淳農林水産総務課長　食料自給率の向上につ

いては、生産拡大が重要なことから、県としまして

は各種生産振興対策、担い手の育成確保や経営力強

化など、農林水産物の生産拡大による食料自給率の

向上に取り組んでいるところなんですが、令和７年

度の新規事業につきましては、生産拡大品目、それ

から輪作体系の検討であったり、それから農地の効

率的な利用など、実態調査を中心に行うとともに、

 有識者による検討会を開いて検討していくと。

その調査結果を踏まえた上での輪作体系の確立で

あったり、荒廃農地の活用による生産の増大を図る

ことにより、食料自給率の向上に寄与するとともに、

生産者の所得向上にもつながるものと考えておりま

 す。

令和７年度から８年度までの２年間の事業で、令

和７年度は986万9000円ということになっておりま

 す。

 以上です。

○上原章委員　今、カロリーベース、いろいろある

んですけれど、先ほどの答弁では、令和13年度まで

 に45％を目指すと。

 でも、ここ数年、30％前後だと。

この目標に向けて、こういった新規事業としてやっ

ていくと思うんですが、特に今、生産拡大品目とい

うことを検討するということなんですが、具体的に

こういう部分は強化していきたい、また新しい、ま

たそういった品目に調整していきたいというのはあ

 るんでしょうか。

○比嘉淳農林水産総務課長　拡大の品目については、

今現在、令和５年度から始めている農畜産物の安定

供給ワーキングチームの中で、今、議論している最

 中であります。

その中でも自給率の向上に貢献するもの、例えば

芋であったりとか、お米であったりとか、カロリー

ベースでいくと大分貢献するんですが、その辺のと

ころも今の現状の生産面積、それから農地のことも

含めつつ、さらに農家が所得向上につながるかどう

かも検討しながらやっている現状がありまして、こ

れが今、進められる食料自給の向上の品目であると

いうのは、今のところちょっと答えにくいなという

 ふうに考えています。

 以上です。

○上原章委員　例えば農地の確保、荒廃農地活用と

いう、その辺も具体的に目標を掲げて、今、進んで

 いこうという、そういう考えでいいんでしょうか。

○比嘉淳農林水産総務課長　委員おっしゃるとおり、

荒廃農地も含めてフル活用して、効率的に畑を使い

つつ、輪作体系も考えて生産量を伸ばすことによっ

て、自給率を高めていく、歳出額を高めていくとい

 うふうなことを考えております。

 以上です。

○上原章委員　頂いた資料に、自給率のカロリーベー

スが低いものということで、畜産、野菜、花卉、そ

 ういったものが全体の７割ということですよね。

ですから、そういった構成比を見て、実際、今後

どういう品目が沖縄のこういった亜熱帯の、また離

島も含めて、どういった品目が本当は必要、もしく

はこういった農地をどこまで広げて、具体的に各市

町村と連携を取って、地域の対象となる品目、そし

 て強化する品目等が出てくると思うんですけどね。

例えば芋って先ほどおっしゃいましたけれど、ジャ

ガイモとかは沖縄の生産者の出荷の範囲というか、

今後の可能性はあると僕は聞いたことあるんですけ

れど、この辺はどうでしょうか。ちょっと細かいと

 ころで、あれですけど。

○長嶺和弥園芸振興課長　馬鈴薯の県内の令和４年
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産の作付面積は66ヘクタール、収穫量は889トンござ

 います。

○前門尚美農林水産部長　委員おっしゃる馬鈴薯で

すけれども、県のほうでは戦略品目として、野菜の

ほうで16品目位置づけているんですけれども、その

 中で馬鈴薯も位置づけております。

この戦略品目なんですけれども、農林水産物の沖

縄が優位性があるということで、生産拡大とか、付

加価値を高めることが期待できる品目ということで

取り組んでおりまして、拠点産地ということで、ま

た例えば、産地として育成したりとかということで、

補助事業を入れたりとか生産拡大ということで取り

 組んでいきたいと思います。

特に沖縄は春先の出荷ということで、市場競争力

もあるもんですから、引き続き生産振興ということ

 で取り組んでいきたいと思っております。

○上原章委員　分かりました。ありがとうございま

 す。一例として聞きました。

ぜひ、今のなかなか自給率が上がらない原因、ぜ

ひ今回の新規事業の中で精査していただいて、むし

ろ本当、沖縄ならではの戦略を組んでいただきたい

 なと思います。

次に、中央卸売市場再整備の事業、非常にこれも

関係者の方々から、本当に相当の老朽化があるとい

うことで、非常に期待をしているところなんですが、

このスケジュール、供用開始をする新しいそういう

建て替え含めて、どういった見通しがあるのか、ま

 ず聞かせていただけませんか。

○本永哲流通・加工推進課長　中央卸売市場つきま

しては、先ほども申し上げましたとおり、40年程度

たっていまして、老朽化が進んでいるというところ

でございます。そこで、民間の活力を活用した再整

 備ということを検討させていただいています。

具体的には余剰、全ての用地を中央卸売市場で使っ

ているんですけれども、それを一部余剰地を生み出

して、そちらを民間収益施設を建築していただいて、

そこで収益を上げていただくということを検討して

 いるところです。

今年度それに向けた対話事業者を選定します。そ

の対話事業者と令和７年度は対話を重ねながら、整

 備基本方針を策定していきたいと考えております。

○上原章委員　今、民間の活用というＰＦＩという

 ことですか、この事業は。

○本永哲流通・加工推進課長　ＰＦＩも含めＰＰＰ

といいまして、ＰＦＩだけではなくて、いろいろ手

 法を考えております。

○上原章委員　これ、対話事業者って、もう手を挙

 げているところあるんですか。

○本永哲流通・加工推進課長　昨年の11月に公募を

させていただいて、複数社、応募していただいてお

ります。今月の13日に選定委員会を開催する予定で

 ございます。

○上原章委員　これ、総工費とか、そういうのも出

 ているんですか。

○本永哲流通・加工推進課長　今申し上げましたと

おり、整備手法であったりとか、収益性だったりと

かというところをまず応募いただいているところな

んですけど、応募いただいた中で対話事業者、あく

まで対話事業者のほうで、その中からこういう整備

がいいよねとか、こういうところをこういうふうに

したいねということをいろいろお話をさせていただ

 くというところです。

○上原章委員　こういった幾つかの手法があると、

民間の活力を活用させていただくということで、い

ろいろ行政がやっている、そういった事例もあるん

ですけれど、基本的な考えを確認したいんですけれ

 ど、公設民営化ってことですか、この事業は。

○本永哲流通・加工推進課長　まず現状は公設公営

 といいます。

皆さん、よく誤解をされるんですけれど、この設

というのは建設費の話だけではなくて、設置者とい

うことなので、公が、県が設置者でもあり、直接運

営もしているということで、公設公営と言っており

 ます。

ただ、法の改正もありまして、今、民設民営でも

できるようになったところもありますので、県外で

 民設民営でやっているところもあります。

そこも参考にしながら、運営方法についても皆さ

 んで議論をしていきたいと考えています。

○上原章委員　現時点の県の考えは公設民営、もし

くは民設民営、これはこれからの意見交換の中で決

 めていく。今の現時点ではゼロベースなんですか。

○本永哲流通・加工推進課長　令和５年度に、運営

の在り方についても市場関係者の皆さんと議論をさ

 せていただいたところです。

市場関係者の皆さんは、やはり公設公営というと

 ころを希望はされています。

なので、現状で言えば公設公営になろうかとは思っ

 ております。

○上原章委員　公設公営という、これまでの形を皆

 さんも今、考えているってことですか。

○本永哲流通・加工推進課長　今、申し上げたとお
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り、建設をするということが公設という意味ではな

くて、なので、そういう意味では、公設公営、設置

者として県、運営も県、直接というのが今のところ

 は、はいということになろうかと思います。

今後の議論によっては、今、申し上げたとおり、

公設民営の形もありますでしょうし、民設民営の形

 もあろうかと思います。

○上原章委員　分かりました。 

いずれにしても、今、関わっている関係者の皆さ

んとしっかり連携とって、当然多くの方々が整備事

業、本当に期待していますので、よろしくお願いし

 ます。

 それから、新規就農者育成事業。

これ、今回また、農業次世代人材投資事業という

ことで、予算が計上されておりますけれど、特に新

規就農者支援事業というのは、まずは内容を聞かせ

 ください。

○能登拓営農支援課長　新規就農者支援事業は、国

の新規就農者育成総合対策を活用し、新たに農業経

営を開始した新規就農者の経営発展を目的に、機械

や施設等の導入費用の補助などを行う事業となって

 ございます。

○上原章委員　この新規就農者支援事業、約１億余

 り計上されております。

昨年も同じ１億3000万ということですが、この効

 果をお聞かせ願えますか。

○能登拓営農支援課長　新規就農者支援事業では、

令和６年度につきましては、13名の方を対象に支援

 をさせていただいたところでございます。

ちなみに、令和７年度につきましては、現在15名

の新規就農者への支援を予定をしているところでご

 ざいます。

○上原章委員　当初予算１億余り、これ計上し、令

和６年13名、新年度15名という、これ最長、例えば

就農準備資金として月12万5000円。そして、最長２年

間。そして、経営開始して、また12万5000円月々最

長３年間、５年間ということだと思うんですが、例

えば今年の、新しい、新年度の１億余りの中に、こ

の月々12万5000円を交付する、例えば令和６年度に

スタートしたこの事業に参加した人たちは、新年度

も同じく月々の給付あるんですか。これも入ってい

 るんですか、この予算に。

○能登拓営農支援課長　資料３－３の23ページ見な

がら御説明をさせていただきますと、今、御指摘に

あります③新規就農者支援事業、これはいわゆる単

純に施設機械を整備するときに補助をする事業です。 

今、委員から御指摘がありました月々、現在は12万

5000円、年間150万円を支援するのは、次の④新規畑

人資金支援事業と、その次の⑤の農業次世代人材投

 資事業。

これは、⑤のほうは、これの前身事業になってい

るので、事業内容がかぶるところがございますが、

両方合わせまして、４億5000万程度を計上している

というようなことで、23ページで申しますと、③④

⑤の３つの事業の中で支援をさせていただいており

 ます。

○上原章委員　分かりました。 

ちょっと似たような事業になっているんで交差し

ましたけれど、頂いた資料では、特に農業次世代人

材投資事業ということで、年間300名育てて、10年間

で3000名をということで、今、目標を掲げていると

は思うんですが、新規の農業をやっていきたいとい

う40代以下ということでなっていますけれど、経営

生産者として収益を出していく方々というのは、こ

の事業の支援を受けて、どのぐらいの方々が生産者

として頑張っていらっしゃるか、そういった数字あ

 りますか。

○能登拓営農支援課長　新規就農の支援の関連の事

業を合わせましてになりますが、平成24年度以降、

延べ1675人の方に支援を行ってきたところでござい

 ます。

　令和６年末現在、1675人のうち、1626人の方が営

農継続されておりまして、定着率が97％となってご

 ざいます。

○上原章委員　ありがとうございます。 

私も何人かこういった事業に挑戦して、非常にす

ばらしい業績を出している方々、若い方々がいるの

も、本当にお話を聞いたら、とてもこの事業で、本

当に大きな道を開けたと、非常に助かりましたとい

う声が多いんですけれど、今、一時期よりも成り手

がどの業界も人手不足ということで、今、特に生産

者にそういった物価高騰で、出荷したスーパーとか

では、当然値上げして、その後、この生産者にはな

かなか価格転嫁ができなくて、今、経営自体がもう

 本当大変なんだという声がやっぱあるんですね。

そういう意味では、こういった新しく農業を頑張っ

ていこうという若い人も今少なくなっているという

 ことも聞きます。

また、事業計画をつくる段階で、もう本当、融資

も受けながら、こういう人たちがやるわけなので、

 この辺の現場の声というのが非常に苦しい。

今現在頑張っている生産者もそうなんですけれど
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も、この辺の相談はしっかり県のほうで把握されて

 いますか。

○能登拓営農支援課長　今、御指摘にありますとお

り、新規就農に当たっては、様々な課題があるもの

 と承知をしております。

そういった方への支援体制を整えるということで、

県としましては、各地区に農業改良普及課、普及セ

ンターを設置しまして相談を受けておりますし、ま

た外郭団体のほうで、就農サポートができる体制を

 整えております。

あわせて、地域のサポート体制を構築するという

意味では、市町村の管理は非常に重要になってきま

すので、市町村の皆さんとの連携体制といったもの

も地域で構築をしているというような状況でござい

 ます。

○上原章委員　ぜひ市町村がどちらかというと実施

主体で、また、そういった事業計画をする指導、助

言もそういうところがありますので、県がしっかり

その辺のサポートもやっていただきたいと思います。 

 終わります。

○新垣淑豊委員長　瀬長美佐雄委員。 

○瀬長美佐雄委員　お願いします。 

物価高騰に係る予算増額、増えてきたかなという

ふうに思っていまして、まず物価高騰や農家支援の

予算ということでは、新年度どういうふうになって

 いるのか伺います。

○比嘉淳農林水産総務課長　お答えします。 

農林水産部では、近年の生産資材価格高騰等が生

産者に対して大きな影響を与えていることから、重

点支援地方交付金を活用し、沖縄県和牛子牛生産者

緊急支援事業、肥料価格高騰緊急対策事業など、生

産者に対する支援を行っており、令和６年度は補正

予算で対応するなど、５事業、22億1681万4000円を

 計上しておりました。

令和７年度当初予算において、沖縄県和牛子牛生

産者緊急支援事業など、引き続き取り組んでいくこ

ととし、令和６年度を約５億円上回る４事業、27億

 2809万9000円を計上しております。

特に、畜産農家支援など、次年度当初から早期に

支援できるよう、引き続き関係機関と連携して取り

 組んでまいります。

 以上です。

○瀬長美佐雄委員　今出ました、和牛子牛の生産者

緊急支援事業は、予算としては当初予算比でいうと、

 前年比で大分増やしています。14億余り。

配合飼料価格差緊急対策事業は11億8000万と大分

 拡大しています。

新年度当初予算比なんですが、この額というのは、

 今年度補正で引上げてきたと。

そことの関わりで言うと今年度並みになるのか、

いや今年度の補正増より上回るというぐらいの額に

 なっているのか伺います。

○真喜志修畜産課長　お答えします。 

まず、沖縄県和牛子牛生産者緊急支援事業につき

ましては、当初予算と補正予算を合わせて令和６年

 度の予算額は５億3695万5000円となっております。

一方、令和７年度当初予算額は14億1872万7000円

を計上しており、令和６年度予算額と比較すると、

 ８億8177万2000円の増額となります。

増額の主な理由としましては、令和６年度は公益

財団法人沖縄県畜産振興公社が実施する沖縄県和牛

子牛価格安定特別対策事業と本事業を合わせて、肉

用牛繁殖農家の支援を実施してきたところですが、

令和７年度については本事業のみで肉用牛繁殖農家

の支援を実施することとなったため、予算が増額さ

 れております。

次に、配合飼料価格差緊急支援事業についてです。 

配合飼料価格差緊急支援対策事業は、飼料価格の

高止まりによる農家の飼料費負担の激変緩和を目的

 として令和４年度より実施しております。

本事業において、令和６年度は当初予算が２億

9742万5000円、６月補正予算で11億2007万8000円を

計上しまして、合わせて合計14億1750万3000円を予

 算措置しております。

令和７年度は依然配合飼料価格の高止まりが続い

て畜産農家の経営が厳しい状況にあることから、当

初予算として11億8613万6000円を、今議会に計上し

 ているところであります。

 以上です。

○瀬長美佐雄委員　財源についても確認したいと思

いますが、この間、物価高騰が続いて、高止まりに

なったがために前年度に比べると上がっていないと。 

それで、国の制度的な支援が受けられないという

状況もあったかと思いますが、そこら辺との兼ね合

いで言うと、国がそういった制度設計自体が改善さ

れて予算化されたのか、あるいはそれが活用できな

くて県独自で対応するという予算のスキームになっ

 ているのか確認します。

○真喜志修畜産課長　今回、両事業とも国の重点支

援交付金を活用して、畜産農家を支援するための事

 業を立ち上げているところです。

○瀬長美佐雄委員　続きまして、水産業の振興に係
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る課題、それの解決に係る関係予算事業について伺

 います。

○七條裕蔵水産課長　お答えします。 

本県水産業の振興に関する課題としましては、漁

業就業者の確保のほか、近年の物価高騰を背景とし

 た漁業経営の悪化などが上げられます。

県では、関係団体とともに漁業就業支援フェアを

活用した新規就業者確保に取り組むほか、若年層の

漁業者の経営改善による定着を促すため、経営診断

 等の支援を実施しております。

また、次年度には、漁協等における物価高騰対策

利子補給事業として予定しており、漁協等の経済事

業の活性化を図ることで漁業者の経営安定効果を期

 待しております。

引き続き担い手の確保、育成や漁業経営の安定化

などに努めることで、水産業の振興を図ってまいり

 たいと考えております。

 以上です。

○瀬長美佐雄委員　水産業の担い手育成も事業とし

てありますが、実際として農家自体の就業者、農業、

水産業、そこに係る推移としては、今、減っている

のは確かなんだけど、どんな状況なのかを確認した

 いと思います。

○七條裕蔵水産課長　先に水産のほうからでよろし

 いでしょうか。

水産における業者就業者数ですが、平成30年に

3686人だったものが、令和５年には3266人、10％ほ

 どの減少となっております。

○長元司農政経済課長　お答えします。 

本県における基幹的農業従事者数について、統計

の一つなんですけれども、令和２年は約１万3000人、

10年前の平成22年の２万人と比較しますと約35％の

 減少となっております。

 以上です。

○瀬長美佐雄委員　先ほど来というか、食料自給率

 について議論がされてきました。

農業関係でいうと、もう10年で35％、戸数の数と

 して減少ですと。

このペースで行くと、大変になるというのはもう

 誰でも分かることだと思います。

食料自給率との関わりもありますが、この遊休農

地や耕作放棄地、現状と対策、どんな事業で対策し

 ていくのか伺います。

○長元司農政経済課長　お答えします。 

令和５年、本県における耕作放棄地面積は3578ヘ

 クタールでございます。

直近５年間でほぼ横ばいで推移しているところで

 あります。

農業委員会による耕作放棄地の対策としましては、

まず、農地パトロールによる利用状況の把握、その

上で耕作放棄地の所有者に対する通知や指導を行う

など、農地中間管理機構の活用を含めて、農地の利

 活用を促すなどといった取組を行っております。

県としましては、引き続き農業委員会等と連携し

 て農地の適正利用等を進めてまいります。

それから、もう一点ございましたこれに関連する

予算事業なんですけれども、県では、農業経営の合

理化を図り、農地利用関係調整等を行う農業委員会

等に対して農業委員会等助成費で補助を行っている

 ところでございます。

この事業の中で、機構集積支援事業補助金として

農地の利用状況調査や耕作放棄地の利活用に向けた

指導など、農地法に基づく農業委員会の事務に対し

 て令和７年度予算、5868万円を計上しております。

 以上です。

○瀬長美佐雄委員　農家の高齢化も深刻だと思いま

 す。

平均年齢というのは今、どんな推移でなっている

 のか確認します。

○能登拓営農支援課長　お答えいたします。 

農林業センサスによりますと、本県における基幹

的農業従事者数のうち、65歳以上の構成比につきま

しては平成22年が54％、令和２年は60.5％というこ

とで、農家の高齢化が進行しているものと考えてお

 ります。

○瀬長美佐雄委員　県立農業大学校が移転して、こ

こはやっぱり農業の担い手育成という大事な機関で

 すが、その現状がどうなっているのか。

あと、新入学の応募の状況、あるいは新卒者の進

路について、就農率が高いかと思いますがどんな状

 況でしょうか。

○能登拓営農支援課長　まず県立農業大学校の現状

 についてお答えいたします。

県立農業大学校は、次世代の農業を担う経営感覚

に優れた青年農業者などを育成するとともに、地域

の農業振興を先導するリーダーを養成するため、実

践的な研修教育を行っており、昨年４月に宜野座村

 に移転、開校したところでございます。

これまで遠隔地に分散していた牧草地や農業機械

演習場の集約等を行ったほか、多目的トイレやエレ

ベーターの設置、学生寮の改善など、現代の生活環

境基準に合わせた施設整備を行うなど、学習環境の
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 機能向上が図られております。

また、ドローンなどスマート農業技術や先進的な

生産環境管理技術の学習など、新たなカリキュラム

で、学生教育に取り組んでいるところでございます。 

それから、卒業生の進路というところでお答えを

いたしますと、県立農業大学校の卒業生の進路とし

ましては、就農や農業研修、それからＪＡなどの関

係企業等への就職、公務員採用などがございますが、

 特に就農が最も多くなってございます。

昨年度までの過去５年間の平均で、就農率が約72％

ということで、九州各県と比較しても高い状況となっ

 てございます。

 以上です。

○瀬長美佐雄委員　今、農業のそういった収益も含

めて、振興するという意味では、６次産業化を推進

していますということだと思いますが、この６次産

業化を促進する事業や予算、あるいは成果として、

 どういうのが出ているのかを伺います。

○本永哲流通・加工推進課長　お答えします。 

県では令和４年より沖縄県における６次産業化に

係る目標、それから方向性を示す第２次沖縄県６次

産業化基本方針により人材育成研修や専門家による

個別支援と、補助事業組み合せた各種支援を行って

 おります。

関連事業としましては事業者の知識や技術のレベ

ル等に合わせた支援を３段階に分けた３つの事業を

実施しており、各事業間の支援対象者や研修会等の

情報共有を図り、スムーズにステップアップできる

 体制を整えております。

具体的な事業としましては、まず、最初、その６次

事業化に取り組んだことがない事業者を対象に、ス

 タートアップ事業というのを実施しております。

そこで、併せて、その次のステップとしては、既

に商品化はしているんですけれども、商品の改良等

に取り組みたいというところでありますと、県産農

林水産物活用連携支援事業、これは一括交付金で事

 業を実施しております。

今、既存商品のブラッシュアップであったり、あ

と、専門家による個別指導等を行っているところで

 ございます。

３段階目、さらに経営を拡大していきたいという

事業者につきましては６次産業化支援事業というの

 を実施しております。

総合化事業計画等の認定者ということになりまし

て、地域資源活用・地域連携サポートセンターの設

置であったりとか、経営改善の知見を有する専門家

の人材育成研修等を行っているところでございます。 

 以上です。

○瀬長美佐雄委員　食料自給率の観点で議論がされ

 てきました。

聞きたいのは、今、農家の戸数の減少、高齢化、

目標に掲げているカロリーベースにしろ、生産額ベー

スにしろ、逆に今、下降後退ということで、一つは

これがなぜなのかと。抜本的に検討する必要があろ

 うと思います。

それを目的としていないような感じの新規の食料

自給率向上対策事業、ここで専門家有識者も交えた

計画化をすると。ここに今、期待はしたいと思って

います。どのようにして今の現状を打開するのかと。 

今、物流が止まってしまったら、沖縄はより深刻、

日本全体の問題ですが、種苗も肥料も、飼料いわゆ

る餌も全て海外に依存するという中で、物流が止まっ

たら、世界で一番先に餓死するのは、日本だろうと。

経済大国と言われながら農業は本当に貧しい状況で

す。だから、これを本当に目標も持って、どう引上

 げていくのかという点で大事だと思います。

石垣が、そういう意味では農業が盛んで、畜産も

米もあると。先ほど議論ありました。石垣島で食料

自給率はどのぐらいあるんだろうと思います。それ

について皆さんはそういった視点で、個々別の農業

生産が高い、大東島もそうですが、それについての

食料自給率を島単位で捉えてみたらどんな現状なん

 だろうということを伺いたいと思います。

○比嘉淳農林水産総務課長　まず、自給率について

は国の統計では離島単位、市町村単位でないので正

 確にお答えはできません。

ただ、おっしゃるように、離島地域について本県

の農業産出額の４割を占めるほか、基幹作物である

サトウキビの生産量は８割、肉用牛飼養頭数などは

７割という中で、農林水産業を支える重要な地域で

 あるということを認識しております。

このため、県では、離島ですね、特に地域ごとに

サトウキビ、それから畜産の安定生産対策がまず１つ

 目。

２つ目に自然災害や気候変動、気象変動に対応し

 た栽培施設の整備。

 ３番目に、農林水産物の輸送コストの低減対策。

 ４番目にかんがい施設等の農林水産基盤の整備。

このようなことを取り組んでいくことによって、

県として引き続き、各種事業をしっかり行いながら、

離島の農林水産振興を図っていきたいと考えており

 ます。
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 以上です。

○瀬長美佐雄委員　食料安保等、国がようやく叫び

 だしてきています。

ですから、戦争準備どころか、自分の胃袋準備を

ちゃんと責任を持つというふうな政策展開が必要だ

 と思います。

農業の大問題は、輸入、農産物の輸入自由化に始

まり、海外の大規模農業と競争しようと言わんばか

りの政策で、今も規模拡大を事業としても補助を出

して推進したりはしていますが、やっぱりね、家庭

農業大事にすること。あるいは、農業でちゃんと生

活できるような、価格補償も制度もそうだし、災害

があったときに、農地が潰れて収入が上がらないと。

もう国が、あるいは県が所得も保障するという抜本

的な状況で、農業の生産者を支えていく。そういっ

た対応が本当にもう緊急、待たれていると思います

し、その観点でやっぱり国に農政の転換を求めてい

ただきたいし、先ほど、担い手育成事業、年間300人

をコンスタントに10年間で3000名と。これはね、ぜ

ひそれ以上に活用も促してできるようにしてほしい。 

そのためには、月12万と言わず、もっと額も期間

も延ばして、そうして農業従事者を増やしていくん

だという政策的な提言もやっぱり国に求めていくと

いう姿勢で、ぜひ取り組んでいただきたいと思いま

 すが、いかがでしょうか。

○前門尚美農林水産部長　生産の拡大も図りながら、

食料自給率の向上につきましては、担い手の確保も、

委員おっしゃるように重要な課題と認識しておりま

して、民間300名の数値目標を上げておるんですけれ

ども、それは平成27年から令和２年までの新規就農

者数の実績を考慮しまして、令和２年の主業農家数

の経営体を減少させずに、10年後も維持させていく

ためには、新規就農者年間300名、そして10年間で

3000名確保するという目標を掲げておりますが、そ

れにつきましても、新規就農相談会、また市町村、

地域の指導農業士等々と連携しながら育成、そして

 定着ということで取り組んでいきたいと思います。

また、食料自給率につきましても、今回、新規事

業、沖縄県食料自給率向上対策事業ということで、

その中で離島地域における生産拡大品目の可能性と

いうことで、所得向上の可能性ですとか、あと輪作

体系、流通等々の検討も行ってまいりたいと思いま

 す。

引き続き食料自給率の向上ということで、各種生

産振興の担い手の育成確保、また経営力強化という

 ことで取り組んでまいりたいと思います。

○新垣淑豊委員長  當間盛夫委員。 

○當間盛夫委員　それでは、よろしくお願いします。 

まず、今出しているんですが、イマイユ市場見学

ツアー実証というのがあるんですけど、これ、何を

目的に、何を効果があるということでこの見学ツアー

 はされるんでしょうか。

○七條裕蔵水産課長　お答えします。 

イマイユ市場見学ツアー実証試験事業、令和７年

 度当初予算が500万でございます。

この事業は、観光振興基金を活用させていただい

 ております。

この事業では、沖縄観光における食の満足度を引

き上げるため、糸満漁港内の水産物卸売市場、イマ

イユ市場において、本県を訪れる観光客が経験豊富

な市場関係者の説明により沖縄の多彩な水産物や食

文化に触れるとともに、臨場感あふれる水産物の競

りを体験できる見学ツアーの開発に向けた実証試験

 ということです。

○當間盛夫委員　この見学ツアーで今、皆さんが言

われている、この水産公社の卸売市場の活性化が図

 られるという認識で、この事業をされるんですか。

○七條裕蔵水産課長　はい、期待しております。 

しかし、この事業は、あくまでも基本的に重きは

 観光のほうの振興でございます。

 以上です。

○當間盛夫委員　それじゃ、水産業全般について

ちょっと聞かせてもらいたいんですけれど、５年で

いいですので、海面漁業、養殖業の産出額の推移を

 教えてください。

○七條裕蔵水産課長　すみません、令和５年の生産

 額はまだ算出されておりません。

令和３年と令和４年で述べさせていきいただきま

 す。

○新垣淑豊委員長　休憩いたします。 

　　（休憩中に、當間委員よりマグロ類だけの推

　　　　移を答えてほしい旨説明があった。） 

○新垣淑豊委員長　再開いたします。 

   七條裕蔵水産課長。

○七條裕蔵水産課長　失礼しました。 

国の統計値によりますと、令和３年のマグロ類の

漁獲量が、総生産量が１万901トン、令和４年の生産

 量が6549トンとなっております。

○新垣淑豊委員長　休憩いたします。 

　　（休憩中に、當間委員より生産額を答えてほ

　　　　しい旨説明があった。） 

○新垣淑豊委員長　再開いたします。 
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   七條裕蔵水産課長。

○七條裕蔵水産課長　失礼しました。 

マグロ類の生産額ですが、令和３年が64億8600万

 円、令和４年が57億6900万円となっております。

○當間盛夫委員　この生産額が減少した理由は何な

 んでしょうか。

○七條裕蔵水産課長　先ほど私が答えたように、令

和３年の生産量から、令和４年の生産量が大きく減

 少しております。

こういう生産量の減少がつながっているものかと

 思います。

○當間盛夫委員　次に、この糸満の高度施設、この

水産公社のイマイユ市場というんですか、その取扱

 い状況を教えてください。開設から。

○七條裕蔵水産課長　令和５年１月から12月におけ

るイマイユ市場の取扱量は3513トンで、令和６年１月

から12月の取扱量が3995トン、およそ１割方、増大

 しております。

○當間盛夫委員　皆さん、これ目標がありますよね。 

 目標を教えてください。

○七條裕蔵水産課長　イマイユ市場の年間取扱量目

 標は5500トンです。

したがいまして、先ほど申し上げた令和５年１月

から12月までの取扱量3513トンは、目標の64％で、

令和６年の１月から12月の取扱量は3995トンで、目

標5500トンに対して73％の達成状況となっておりま

 す。

○當間盛夫委員　その目標に取扱量が追いつかない

 要因って何ですか。

○七條裕蔵水産課長　やはりまだ周辺設備が整って

いない、今の沖縄県漁連の一次加工処理施設等は整

備してきましたけれど、まだ足りないものがござい

 ます。

それで、例えば船から市場に陸揚げする際の荷揚

げ用クレーンとかが不足しておりまして、次年度そ

 れを水産業構造改善事業で整備する予定です。

○當間盛夫委員　部長、もう今月で定年であるんで

すけれど、この水産業、わざわざ第三種の糸満漁港

に高度化施設ということでね、泊で今まであった野

ざらしのそういう競りを、高度化で冷凍も含めてさ、

わざわざ向こうに県が、県漁連含めて向こうに移し

 たわけですよね。

ところが、なかなかこの整備状況も整っていかな

 いという今の状況を部長としてどう捉えますか。

○前門尚美農林水産部長　今、水産課長からありま

したように、目標値に達成していない状況でござい

ますけれども、イマイユ市場は今後ですね、品質、

また衛生管理に対する信頼性の向上に向けた取組で

すとか、あと、また、先ほど来ありますように周辺

の施設のほうが整備がまだまだという状況がありま

すので、取扱量を増やすためには周辺整備、例えば、

大型漁船の補修ですとか点検を行う船揚場がないこ

ととか、そういうのがありますので、さらなる市場

利用を増やすためには、そういう整備と併せて、ま

た、イマイユ市場の品質、衛生管理に対する信頼性

ということで、関係機関と一緒になって取り組んで

 まいりたいと思っております。

○當間盛夫委員　代表質問等々で、我が会派の大田

議員が、この糸満の第三種漁港というのは、沖縄県

 で糸満しかないわけですよね。

そこでのいろいろ他県からの漁船だとか、いろい

ろ船の整備のために向こうに入ってくる。しゅんせ

つのということがなくても、皆さんその費用がとい

う話をするんですけれど、やっぱりね、これだけ海

に囲まれた沖縄県だからこそ、もっと水産業を向上

する、皆さんそのためにパラオにも行かれて、いろ

いろこの周辺のものをやっているはずでしょうから、

その辺をね、やっぱりこの糸満漁港をどのように活

用していくか、そのしゅんせつに向けてもですね、

しっかりと取り組んでいってもらいたいと思います

んで、これはまた要望等で、これは後でまた要調査

 でさせてもらいます。

次にページ14ページ出しておりますが、先ほどか

らあります自給率向上対策についてであるんですが、

食の安全保障の確保ということで、もう国もそのこ

との望みはあるんですけれど、皆さん、令和13年度

までに45％にするということのものがあるんですが、

今、30％台ですよね、カロリーベースだといっても。 

45％にするまでにどのような方策を取られるんで

 すか。

○比嘉淳農林水産総務課長　お答えします。 

まず最初に、令和13年度までの目標値である45％

については、基本、国が掲げている目標に合わせて

沖縄県もそこまで持っていきましょうということで、

 45％と設定しております。

それの目標に向かってどうやってやるかという、

今回の事業が一番鍵になると思うんですけれど、ま

ず最初に、１つ目の視点として、どのような品目が

生産拡大できるのかというのを、農家の所得の視点、

要するに稼げる品目であったりとか、地域によって

はその作物が作れる、作れないものですね、地域特

性を考慮したり、それから輪作体系、そして新技術、
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新品種を導入することによって、省力化であったり、

スマート農業化であったりが進むと思うんですけれ

ど、そういうものを具体的に今回の調査に盛り込ん

 でおります。

２つ目が、農地の確保、それから効率的利用なん

ですが、荒廃農地、遊休農地含めてどうやって活用

できるかというのは、農地中間管理機構であったり、

いろいろなところと調査をしながら荒廃農地の活用、

それから輪作体系、例えばサトウキビの島であれば、

サトウキビを中心とした作物に合わせての輪作はど

んなふうにやると農家の所得が上がりつつ、自給率

が上がっていくのか、生産量が上がっていくのかと

いうものであったり、農地の集積であったり、そう

 いうことを農地関係でやりたいと、調査したいと。

３つ目が離島。離島にも同じような課題がありま

すので、それをうまく活用、離島の問題も含めて検

討することによって、有識者等を交えた形で検討会

をして、今後、沖縄県が伸ばすべき品目、それから

食料自給率を上げるための生産振興をどうするかと

いうの議論して、検討して方向性を見いだしていき

 たいというふうに考えています。

○當間盛夫委員　今の冒頭の答弁を聞くと、国が示

したから、この数字にただ擦り合わせるような、こ

の調査をやっていくというようにしか聞こえない。

じゃ皆さん今まで何やってきたのということです。

これだけ就業農家が減ってくる、耕作放棄地が増え

てくる、沖縄の産出額だとか取扱率も減少していく

のに、何か新規事業のように捉えていないかとしか

聞こえてこないわけですよ。新規事業じゃないわけ

でしょう、自給率向上とか、この一次産業をどうす

 るかというのは。

僕はね、この辺がちょっと欠けているんじゃない

 かなと思うんだよね、その辺は。

何か国が方針を示したから、この方針に従って数

字を出していくというようなことではなく、僕ら、

隣の鹿児島、宮崎があれだけ農業が伸びるのに、何

で沖縄はその分で、全国比率にしても30位しかいな

いかということを、僕らもっと重点的にやっぱり取

り組むということを、皆さんの姿勢として示してい

ないと、今の最初の冒頭、国が示すからというよう

な数字の在り方ってのは、僕はね、違うと思ってい

ますよ。この辺はちょっと反省されてもらいたいと

 思います。もうこれはこれで終わりますんで。

次に、皆さん、僕はこの自給率向上のものでもあ

るんだけれど、この耕作放棄地が増えるというのは、

要因も分からないもんですから、この農地中間管理

機構、今回も１億3000万あるんですけど、この管理

 機構の実績を教えてください。

○長元司農政経済課長　お答えします。 

担い手への農地集積を推進するため、平成26年３月

に沖縄県農業振興公社を農地中間管理機構として指

 定し、農地中間管理機構事業を開始しております。

同事業では、農地中間管理機構が離農者等から農

地を借受けて、認定農業者等へ貸付けを行っており

 ます。

平成26年度は、借受けが18ヘクタール、貸付けが

11ヘクタールとなっており、令和５年度では、借受

けが139ヘクタール、貸付けが167ヘクタールとなっ

 ております。

令和５年までの累計で、借受けが1284ヘクタール、

 貸付けが1402ヘクタールとなっております。

○當間盛夫委員　これは沖縄だけの機構ではなくて、

農地バンクという、全国的にあるんですけれど、こ

の沖縄の農地中間機構、この農地バンクというのは、

 全国的に比べてどうなんですか。

○長元司農政経済課長　全国的な統計を確認します

と、水田地域については、東のほうについては、水

利の関係で、農地の集約が進んでいるという状況が

 あります。

西のほうの畑作地域につきましては、流動が遅れ

ていると。なかでも、島嶼県の本県は流動化の状況

 が低いという状況になっています。

○當間盛夫委員　沖縄の課題は何ですか。 

○長元司農政経済課長　お答えします。 

本県の課題なんですけれども、所有者の保有意識

が根強くて、貸し借りが進みにくい背景がございま

 す。

それから、相続未登記や不在地主などによる農地

権利が複雑となっている。それから、３点目に、零

細農地など耕作の条件の悪い農地の存在がございま

 す。

 以上です。

○當間盛夫委員　この農地バンクを活用して、やっ

ぱりね、耕作放棄地という解消をね、ぜひまた皆さ

 ん努力していただきたいと。

なかなか、本島内、何か集約できる農地というの

も少ないし、沖縄本島のいろいろね、横のつながり

含めてさ、信頼関係がないとなかなか貸出しをして

もらえないという状況もあるはずでしょうけれど、

 ぜひ頑張ってください。

次に15ページの中央卸売市場の再整備基本方針、

今度3000万かけるんですけれど、今回の事業はどう
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 いうような形を取るんですか。

○本永哲流通・加工推進課長　令和７年度の中央卸

市場整備基本方針策定事業につきましては、今年度、

令和６年度に民間事業者から提案を受けた再整備案

について、整備の手法、余剰地の活用方法、資金面

等を民間事業者と協議検討し、再整備基本方針を策

 定するための業務となっております。

 以上です。

○當間盛夫委員　今度、事業協力者選定という形に

なるのか、今月の十何日に選定をされるということ

なんですけど、複数業者、これ何社ということは答

 弁できるんですか。

○本永哲流通・加工推進課長　対話事業者を選定す

る選定委員会を13日に控えておりますので、社数等

 についてはお答えを差し控えさせていただきます。

 以上です。

○當間盛夫委員　分かりました。 

それを踏まえる中で、皆さん再整備の部分での整

備工程というんですか、それちょっと教えてもらえ

 ますか。

来年はこうする、完成時期がこうなるんだという

 ものが分かるんでしたら教えてください。

○本永哲流通・加工推進課長　お答えします。 

先ほど申し上げましたとおり、令和７年度は令和

６年度において選定した対応事業者と、市場再整備

の内容、余剰地の導入機能や整備スケジュール等を

調整し、検討委員会の開催の上、基本方針を策定す

 る予定であります。

その後、令和８年度以降、基本方針に基づき整備

事業者の公募を行い、事業者の選定等を行っていく

 という予定になっております。

ちなみに、令和５年度の調査におきましては、市

場内のローリング工事によっての整備の場合、着工

から完成まで約10年かかるという調査結果となって

 おります。

 以上です。

○當間盛夫委員　10年、それを踏まえて、今この中

央卸売市場、これは特別会計になるんですけれど、

 この中央市場の使用料の推移を教えてください。

○本永哲流通・加工推進課長　まず、中央卸売市場

につきましては、今、委員からお話があったように、

 特別会計を運用しております。

基本ですね、入居事業者と受益者負担の原則とい

うことで、独立採算制が求められるという状況にご

 ざいます。

一方、開場後40年が経過し、修繕が必要な時期を

 迎えているという状況にもございます。

決算状況で今お話をさせていただきますと、歳入

のうちの使用料ですけれども、令和元年が２億3097万

2000円、令和２年度が２億2741万9000円、令和３年

度２億2703万7000円、令和４年度２億2908万1000円、

令和５年度が２億3024万4000円ということで、主に

 ２億3000万程度の使用料収入となってございます。

 以上です。

○當間盛夫委員　皆さん今度、土木でも、マリーナ

の急激な値上げ等々があるんですけれど、この中央

 卸市場も40年たちました。

皆さん、前回の値上げってこれ、いつ頃やられた

 んですか。

○本永哲流通・加工推進課長　開設以来、使用料の

 改定はしておりません。

一方、先ほど申し上げましたとおり、40年を経過

して、修繕等を必要な時期を迎えているということ

も鑑みまして、使用料の改定については、今後の歳

入、歳出の推移を見極めながら、必要な検討を行っ

 ていきたいと考えております。

 以上です。

○當間盛夫委員　建て替えをするわけですから、皆

さんいろいろ修繕等々を極力抑えながらというとこ

ろがあるんですけれど、当分値上げはしないという

 認識でもいいんですか。

○本永哲流通・加工推進課長　繰り返しになって申

し訳ないんですけれども、使用料の改定については、

今後の歳入歳出、それから今言った修繕のありよう

ですね、そういったものをもろもろ勘案しながら検

 討させていただきたいと思います。

 以上です。

○當間盛夫委員　それでは、次に17ページ。 

分蜜糖対策９億5000円というのがあるんですけれ

ど、まずサトウキビの生産向上ということの取組を

されるというのがあるんですけれど、本島内でのサ

トウキビの生産向上ってどのような対策を取られる

 んですか。

○金城吉治糖業農産課長　本島のサトウキビの生産

振興につきましては、機械化の一貫体系の推進が必

要であると考えておりますが、これまでハーベスタ

等の収穫機械等を中心に整備してきておりますけれ

ども、農家の高齢化といったこともありまして、植

付けのところでも課題があるというふうに認識して

 おります。

そういったことで、面積を確保するためにも、収

穫機の導入が必要というふうに考えておりまして、
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今後はビレットプランターを活用した植付け作業の

推進による収穫面積の確保や、堆肥、緑肥等を活用

した土づくりの推進、あと機械作業ですね、必要な

作業、受託組織及びオペレーターの育成及び体制の

強化、あるいは農地中間管理事業を活用した農地集

積の推進などを、重点項目を掲げて進めていきたい

 というふうに考えております。

 以上です。

○當間盛夫委員　時間がないですから、急いで。 

皆さん、ゆがふ製糖の建て替え事業を再三言われ

て、代表質問、一般質問でもあるんですけれど、３月

までにこのゆがふ製糖の計画を出さないといけない

というような状況になっているんですけれど、この

ゆがふの状況はどうなっているんですか、建て替え

 の状況は。

○金城吉治糖業農産課長　これまで事業費が大きい

ということがありましたので、ゆがふ製糖におきま

しては、事業費の圧縮に取り組んでいるところでご

 ざいます。

一方、県のほうでは、これまで分蜜糖安定操業対

策検討会議で関係機関と意見交換をしてきたところ

ですけれども、去る１月に個別の市町村を集めて、

26市町村集めて、費用負担の割合や国の事業の活用

等を含めて、意見交換を行ってきているところであ

 ります。

先ほど申しましたように、再度３月の28日に各市

町村とも意見交換を行いながら、早めにこの費用負

担の割合について固めていきたいというふうに考え

 ております。

○當間盛夫委員　部長に伺うんですけれど、もう主

体的なところを誰がどうするのかというのを再三、

国からも求められていると思うんですけど、部長、

 最後に、このゆがふをどうしますか。

○前門尚美農林水産部長　ゆがふ製糖工場の建て替

えでございますけれども、少し重複するんですけれ

ども、今、建設費用圧縮には努めているところなん

ですけれども、建設費用の問題、また費用負担、財

 源の確保ということで課題になっております。

一方、また国が、令和６年度補正で新基本計画実

装・農業構造転換支援事業ということで新たに設立

されたところですので、少しこの事業の活用等も見

据えながら取り組んでいくところではあるんですけ

れども、まず事業費の圧縮は進んだんですけれども、

事業実施主体という部分で、なかなか市町村も多岐

にまたがるということで厳しいということで、一義

的にはゆがふが事業実施主体がいいんではないかな

ということで、今、関係機関等々とまた話合いを進

 めているところではあります。

○當間盛夫委員　これもう、ゆがふと県とＪＡがも

う、ＪＡとゆがふは同じようなもんですので、しっ

かりとやっぱりね、県が連携を取らないと僕は駄目

だと思っていますので、この辺はまた後で、要調査

 でまた知事にも聞きたいと思っております。

最後になりますが、この畜産この事業を皆さん、

ちょっと関連でいろいろと畜産事業出ていますんで。 

午前中に、僕は石垣のＨＡＣＣＰの分で食肉セン

ターのものがあったんですけれど、ちょっと担当に

聞いたら、いや、次にしてくれって言われたんです

が、これ次にはできないもんだから、本島内の食肉

センターの今、現状と課題、ちょっと教えてくださ

 い。

○真喜志修畜産課長　食肉センターにおいては、家

畜飼養頭数の減少に伴う稼働率の低下が、経営上の

 課題であると認識しております。

このため、県では、家畜飼養頭数の増頭を図るた

め、畜産農家に対する飼料費の補助に加え、肉用牛

や養豚などの振興に向け、各種事業に取り組んでい

 るところです。

また、県内の食肉処理加工施設においては、処理

頭数の減少による収益収支の悪化、または経年劣化

に伴う故障や不具合に対する対応等が課題となって

 います。

これらの課題の解決に向け、県食肉センター、関

係市町村などで構成する沖縄県食肉センター連携推

進会議などによりですね、課題を共有するなど検討

 を行っているところであります。

 以上です。

○當間盛夫委員　もし分かるんでしたらお答え願い

たいんですけれど、県食肉センター、名護も含めて

 今の収支状況はどうなっていますか。

○真喜志修畜産課長　各食肉センターの経常損益額

についてなんですが、令和５年度になりますが、沖

縄県食肉センターにおいてはプラス4612万9000円、

それから名護の食肉センターにつきましては、令和

５年度ですね、マイナス247万6000円となっておりま

 す。

○當間盛夫委員　今、プラス4000万なっているとい

うんだけれど、じゃ税引き後の当期利益はどうなっ

 ているんですか。

○真喜志修畜産課長　令和５年度のプラスについて

は、台風被害を受けて、その保険金の収益があった

ということで、一時的に令和５年度はプラスになっ
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 ているというふうに伺っております。

○當間盛夫委員　今、皆さん言った、総合的に約

4600万というのがあるんですけど、部長これ、生産

額からすると２億余りのマイナスになっているわけ

 ですよね。

その中で、何が一番マイナスかっていったら、牛

になっているんですよ、9000万マイナス。牛の今の

１頭当たりの屠殺のほうが２万円、それはこの約

9000万の分の赤字を頭数的に割ると、この２万円は

６万円で処理しないといけないと、約４万円、１頭

当たり値上げしないといけないんだという状況なん

 だよ。それをどう考えるんですか。

○真喜志修畜産課長　食肉センター等の経営状況が

 非常に厳しい状況であることは認識しております。

この屠畜料の値上げについても、まだちょっと詳

しく情報は得ていないところではありますが、今後、

食肉センター等と、いろいろ意見交換も重ねながら、

 いろいろ情報共有していければと考えております。

○前門尚美農林水産部長　先ほど畜産課長からもあ

りましたように、食肉センターの稼働に関しまして

は、やはり処理頭数の減少というのが一番大きいと

 考えております。

県のほうでは、まず生産振興ということで頭数を

上げていくということで、様々な事業で、例えば養

豚ですとか、牛ということで取り組んでいるところ

 です。

また、少しありました屠畜料が現状と合わなくなっ

ているという部分に関しましても、市場関係者と意

見交換をしながら、どういった支援が可能かどうか

ということで、意見交換をしてまいりたいと思って

 おります。

○當間盛夫委員　これはちょっと要調査事項で上げ

たいと思っているんですけれど、今、部長が言われ

ているように平成９年で、豚のほうで約48万1000頭

あったものが今、令和５年になると29万7000頭まで

 落ちているわけですよね。

食肉センターは本来、豚でその分でのものを上げ

て、牛だとかヤギだとかというものをいろいろ形で

 補塡していた。

ところが、今もう、皆さんさっき数字で示したよ

 うに、牛も１頭当たり２万円かかっている。

ところが、本来６万円取らないと合わないという

ね、その状況になっている。その牛の施設も老朽化

しているんだと。これも、老朽化している施設でと

いうことは、もう到底、自分たちではやり切れない

と、本島内で牛の処理ができないという状況にもう

 きているわけですよ。

それからすると、なかなか民間だから、株式会社

だから県の行政の支援ができないということではな

くて、もう皆さん、公設民営をやるぐらいの気持ち

を持って食肉センターをやらないといけないと思っ

 ておりますので、よろしくお願いをいたします。

 総括質疑事項はまた後ほど。

○新垣淑豊委員長　休憩いたします。 

　　（休憩中に、委員長より総括質疑に上げたい

　　　　項目について説明するよう指示があった。） 

○新垣淑豊委員長　再開いたします。 

 　當間盛夫委員。

○當間盛夫委員　総括質疑事項で、今、畜産の部分

 での食肉センターのお話をさせてもらいました。

なかなか県が支援できないというところがあるん

ですけれど、畜産業者を守るためにはやはりこの食

肉センターがないとどうしようもないわけですから、

この食肉センターをどうするのかと、老朽化を含め

てね、ぜひこれは知事にも対応を問いたいなという

 ふうにも思っております。

そして、一番最初にありました水産公社、これだ

け目標を掲げながら、なかなか目標に到達していな

い、整備状況というのも進んでないというものから

すると、この卸売センターを含めた周辺整備をどの

 ように地域として捉えるのかという、この２点目。

 食料自給率の話もさせてもらいました。

食料自給率の中で、やはり耕作放棄地の解消とい

うのがなかなか見えてこないというものからすると、

沖縄県の自給率は45％にするというふうに言ってい

るんですけれど、この数字等も見えてこないという

ものからすると、食料自給率とこの耕作放棄地の対

 策をどう取るのかということをぜひやりたい。

最後は、ゆがふ製糖。知事として、本当に事業主

体となってどのように取り組んでいくのかというこ

 とを、認識を問いたいと思っております。

 この４点です。

○新垣淑豊委員長　４点とも知事に対してですね。 

○當間盛夫委員　４点、確認です。 

○新垣淑豊委員長　では、ただいま提起のありまし

た総括質疑の取扱いについては、明３月11日の委員

 会の質疑終了後に協議いたします。

○本永哲流通・加工推進課長　すみません、当局の

 修正いいですか。

 申し訳ありません。

○新垣淑豊委員長　本永哲流通・加工推進課長。 

○本永哲流通・加工推進課長　申し訳ありません。 
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次呂久委員から御質問のありました地産地消の量

について、ちょっと正確に答弁をさせていただきた

 いと思います。

あと、給食につきましては、まず108施設、公立の

小・中・高、それから特別支援学級等の108施設に調

 査をさせていただきました。

品目につきましては、野菜23品目、果実４品目、

畜産６品目、水産物５品目、計38品目を調査したと

ころ、全体の使用量が4254トンに対しまして、1216ト

 ン、利用率で28.6％となっています。

 これは給食の件です。

それから、ホテルにつきましては、約400のホテル

にアンケートを採らせていただいて、回答が38件程

度ということなのですが、こちらは、約64品目につ

いて調査をしたところ、1342トンに対して、県産が

268トン、20％の利用率ということになっております。 

 申し訳ありませんでした。

○新垣淑豊委員長　いいですか。 

○山口悟農林水産総務課研究企画監　午前中に生成

ＡＩ研究事業の中で、どういったＡＩを使うのかと

いう仲村委員からの御質問に答えられませんでした。 

確認したところ、様々あるＡＩの中から、画像解

析に特化した画像解析ＡＩ、ＹＯＬＯというものを

使って画像解析をするってことで確認が取れました。 

 説明します。

○新垣淑豊委員長　よろしいですかね。 

以上で、農林水産部に係る甲第１号議案、甲第２号

議案及び甲第８号議案から甲第10号議案までに対す

 る質疑を終結いたします。

 説明員の皆様、大変御苦労さまでした。

 休憩いたします。

 　　（休憩中に、執行部退席）

○新垣淑豊委員長　再開いたします。 

 以上で本日の日程は全て終了いたしました。

次回は、明３月11日火曜日午前10時から委員会を

 開きます。

 委員の皆さん大変御苦労さまでした。

 本日の委員会は、これをもって散会いたします。
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